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―本資料内の読み替え― 

障害者総合支援法 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成 17年 11月 7日

法律第 123号) 

 

児童福祉法 

児童福祉法（昭和 22年 12月 12日法律第 164号） 

 

地域相談基準 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24年 3月 13日厚生労働省令第 27号） 

 

地域相談基準解釈通知 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準について（平成 24年 3月 30日障発 0330第

21号） 

 

計画相談基準 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24年 3月 13日厚生労働省令第 28号） 

 

計画相談基準解釈通知 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準について（平成 24年 3月 30日障発 0330第

22号） 

 

障害児相談基準 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24

年 3月 13日厚生労働省令第 29号） 

 

障害児相談基準解釈通知 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準について

（平成 24年 3月 30日障発 0330第 23号） 
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地域相談報酬告示 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談

支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24年 3月 14日厚生労働省告示第

124号） 

 

計画相談報酬告示 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談

支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24 年 3 月 14 日厚生労働省告示第

125 号） 

 

障害者報酬留意事項通知 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の

制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18年 10月 31日障発第 1031001号） 

 

障害児相談報酬告示 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成

24年 3月 14日厚生労働省告示第 126号） 

 

障害児報酬留意事項通知 

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関

する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 24年 3月 30日障発第 0330

第 16号） 

 

 

  
この資料内の計画相談支援と障害児相談支援の両サービスが適用される基準等の説

明に関して、障害児相談支援の基準を確認する場合には、両サービスの内容が併記され

ている場合を除き、原則として『計画相談支援』と記載されているものは『障害児相談支援』

と、『サービス等利用計画』と記載されているものは『障害児支援利用計画』と読み替えてく

ださい。 
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１．指導監査について 

（１）指導について 

障害者総合支援法第１０条第１項及び児童福祉法第５７条の３の２の規定に基づき、自立

支援給付対象サービス等の質の確保及び自立支援給付等の適正化を図ることを目的として、

自立支援給付対象サービス等に関して行います。 

①集団指導 

市が指定の権限を持つ指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等設置者、指

定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者等に対

して、自立支援給付等に関して必要があると認めるときに、必要な指導の内容に応じ、一定の

場所に集めて講習等の方法により行う指導。 

②運営指導 

市が指導の対象となる指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等設置者、指

定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者等に対

して、自立支援給付等に関して必要があると認めるときに、当該障害福祉サービス事業者の

事業所等において実地にて行う指導。 

 

（２）監査について 

障害者総合支援法第４８条から第５０条及び第５１条の２７から第５１条の２９並びに児童

福祉法第２４条の３４から第２４条の３６の規定に基づき、行政上の措置（勧告等）に該当する

内容であると認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合、又は自立支援給付

に係る費用の請求について、不正若しくは著しい不当が疑われる場合において、事実関係を

的確に把握し、公正かつ適切な措置をとることにより、自立支援給付に係る障害福祉サービ

ス等の質の確保及び自立支援給付の適正化を図ることを目的として監査を行います。 

監査等の結果、指定基準違反等が認められた場合、市は、サービス事業者等に対し、下

記の措置をとることがあります。 
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（３）不適切な請求の防止 

 行政指導または行政処分に至らない場合であっても、運営指導等において判明した基準条

例等の誤認などによる不適切な給付費の請求については、過去に遡って報酬を返還すること

となります。 

不適切な請求の期間が長期化してしまうと、返還となる給付費の金額も増大します。基準

条例等について不明な点がある際は、必ず指導監査課や各援護地にお問い合わせいただき

疑問を解消するように努めてください。 

また、給付費の請求にあたっては、事業所における適切な資料の管理等を図っていただき、

適正な請求事務を行うように心がけてください。 

⇒適正な指定障害福祉サービスを利用者の皆様に提供していただくためにも、速やかな改

善が困難な場合は、サービスの休止又は廃止をご検討いただくようお願いいたします。ま

た、人員の欠如等が生じる際は、速やかに指導監査課にご報告ください。 
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２．基準等について（総論） 

（１）基準等について 

相談支援事業者は、厚生労働省令に規定される運営基準を遵守する必要があります。 

また、指定基準の解釈については、国の解釈通知によります。 

なお、本基準等は事業の指定を受けるにあたっての最低基準となります。必要に応じて事

業所の運営を行うにあたって適切な措置が必要となります。 
 

指定基準 指定基準解釈通知 

地域相談

支援 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定地域相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準

（平成 24 年 3 月 13 日厚生労働省令第 27 号） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定地域相談支

援の事業の人員及び運営に関する基準につ

いて（平成 24年 3月 30日障発0330第 21号） 

計画相談

支援 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定計画相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準

（平成 24 年 3 月 13 日厚生労働省令第 28 号） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定計画相談支

援の事業の人員及び運営に関する基準につ

いて（平成 24年 3月 30日障発0330第 22号） 

障害児 

相談支援 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の

事業の人員及び運営に関する基準（平成 24

年 3 月 13 日厚生労働省令第 29 号） 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の

事業の人員及び運営に関する基準について

（平成 24 年 3 月 30 日障発 0330 第 23 号） 

 

（２）報酬の算定基準について 

基本報酬や各種加算の算定基準については、厚生労働省の報酬告示等により規定されて

おり、算定基準等にかかる解釈については留意事項通知によります。 

 

 報酬告示 留意事項通知 

地域相談

支援 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく指定地域相談支援に要する費

用の額の算定に関する基準（平成 24 年 3 月 14 日厚

生労働省告示第 124 号） 

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービス等及び基準該

当障害福祉サービスに要する費用の

額の算定に関する基準等の制定に伴

う実施上の留意事項について（平成18

年 10 月 31 日障発第 1031001 号） 

計画相談

支援 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく指定計画相談支援に要する費

用の額の算定に関する基準（平成 24 年 3 月 14 日厚

生労働省告示第 125 号） 

障害児 

相談支援 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援に要する

費用の額の算定に関する基準（平成 24年 3月 14日

厚生労働省告示第 126 号） 

児童福祉法に基づく指定通所支援及

び基準該当通所支援に要する費用の

額の算定に関する基準等の制定に伴

う実施上の留意事項について（平成24

年 3 月 30 日障発 0330 第 16 号） 
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３．人員配置基準について 

（１）各サービスの主な人員配置基準について 

 

指定地域移行支援・指定地域定着支援 

管理者 

・原則として専ら管理業務に従事するもの 

・以下の場合に該当するときは、事業所の管理業務に支障がない場合に限り、他の職務

と兼務することが可能 

a)当該事業所の従業者として従事する場合 

b)他の事業所の管理者又は従事者であって、他の事業所で従事する時間帯も、地域移

行支援事業所（地域定着支援事業所）の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事

象を適時かつ適切に把握し、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を支障なく行うこと

ができ、また、事故発生時等の緊急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定め、

必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できる場合 

※特定相談支援、障害児相談支援、自立生活援助と兼務する場合については、管理業

務に支障がない場合とする 

従業者 

・専従の指定地域移行支援従事者（指定地域定着支援従事者）を置くこと 

・業務に支障がない場合は他の職務の兼務可 

⇒特定相談支援、障害児相談支援、自立生活援助と兼務する場合は、時間の分けは不要 

・指定地域移行支援従事者（指定地域定着支援従事者）のうち、１人以上は相談支援専

門員であること 

 

指定計画相談支援・指定障害児相談支援 

管理者 

・原則として専ら管理業務に従事するもの 

・以下の場合に該当するときは、事業所の管理業務に支障がない場合に限り、他の職務

と兼務することが可能 

a)当該事業所の従業者として従事する場合 

b)他の事業所の管理者又は従事者であって、他の事業所で従事する時間帯も、特定相

談支援事業所（障害児相談支援事業所）の利用者へのサービス提供の場面等で生じる

事象を適時かつ適切に把握し、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を支障なく行う

ことができ、また、事故発生時等の緊急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定

め、必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できる場合 

※一体的に運営する事業所における管理者又は自立生活援助若しくは一般相談支援と

兼務する場合については、管理業務に支障がない場合とする 

相談支援

専門員 

・事業所に 1 人以上の相談支援専門員を置くこと 

・業務に支障がない場合は他の職務の兼務可 

⇒一般相談支援、自立生活援助、基幹相談支援センター、障害者相談支援事業と兼務

する場合は、時間の分けは不要。 
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相談支援

員 

以下の要件を全て満たす場合に配置可能 

・機能強化型サービス利用支援費の算定要件を満たしていること 

・当該事業所の主任相談支援専門員により、指導・助言が行われる体制が整備されてい

ること 

・専従であって社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有すること 

・サービス提供時間中は一体的に運営される事業所の業務以外に従事しないこと 

☞相談支援に関するＱ＆Ａ問 22～問 24 

 

※各サービスにおいて、従業者、管理者ともに、業務に支障がない場合は、当該事業所の他の職務

及び他の事業所等の職務に従事させることが可 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

（２）計画相談支援、障害児相談支援の取扱い件数について 

相談支援専門員の員数の標準は、計画相談支援対象障害者等の数（指定計画相談支援

の事業と指定障害児相談支援の事業とを同一の事業所において一体的に運営している場合

にあっては、計画相談支援対象障害者等の数及び指定障害児相談支援の事業における障

害児相談支援対象保護者の数の合計数）が３５件に対して１とし、計画相談支援対象障害者

の数が３５件又はその端数を増すごとに増員することが望ましいです。 

なお、「計画相談支援対象障害者等の数」は、前６月の平均値とし、新規に指定を受ける

場合は、推定数とします。 

また、ここでいう「相談支援専門員の員数」とは、常勤換算によらない員数をいいます。 

 

（３）相談支援専門員の要件となる実務経験について 

 相談支援専門員として従事するには、以下の要件が必要となります。 

①必要な実務経験を満たすこと（次項を参照してください） 

②千葉県等が実施する相談支援従事者初任者（現任）研修、又は主任相談支援専門員研

修相当研修を修了していること 

 

必要な実務経験について 

以下の１～３のいずれかに該当する者 

１ ａからｄまでの期間が通算して５年以上ある者 

（「相談支援業務」、「有資格者等による介護等業務」及び「特別支援学校における 

就学相談等」に従事した期間） 

２ ｅの期間が通算して１０年以上ある者 

（「介護等業務」〔資格等の要件なし〕に従事した期間） 

３ ａからｅまでの期間が通算して３年以上かつｆの期間が５年以上である者 

（国家資格等のある者が、「相談支援業務」及び「介護等業務」に従事した期間があ

り、かつ、当該資格等に基づく業務に従事した期間） 
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【実務経験早見表】 

 業務内容 実務経験 

ａ ａのⅰからⅵまでに掲げる者（これらの者に準ずる者）が、相談支援の

業務（※１）に従事した期間 

通算５年 

以上 

 ⅰ 一般相談支援事業、特定相談支援事業、障害児相談支援事業、身体

障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業、居宅介護支援事

業、介護予防支援事業 

ⅱ 児童相談所、身体障害者更生相談所、精神障害者地域生活支援セン

ター、知的障害者更生相談所、福祉事務所 

ⅲ 障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉施設、精神保健福祉セ

ンター、救護施設及び更生施設、介護老人保健施設、介護医療院 

ⅳ 病院若しくは診療所の従業者（ただし、次の①から④のいずれかに該

当する者に限る。） 

①社会福祉主事任用資格者 

②介護職員初任者研修以上（旧：訪問介護員（ホームヘルパー）２級

以上）に相当する研修を修了した者 

③ｆ（国家資格等）に掲げる資格を有する者 

④上記ⅰからⅲまでに掲げる従事者及び従業者である期間が１年以

上の者 

ｂ ｂのⅰからⅲまでに掲げる従事者（これらの者に準ずる者）であって、次

の①から⑤のいずれかに該当する者が介護等の業務（※２）に従事し

た期間 

①社会福祉主事任用資格者 

②介護職員初任者研修以上（旧：訪問介護員（ホームヘル 

パー）２級以上）に相当する研修を修了した者 

③保育士 

④児童指導員任用資格 

⑤精神障害者社会復帰指導員 

通算５年 

以上 

 ⅰ 障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉施設、介護老人保健施

設、介護医療院、病院又は診療所の病室であって療養病床に係る施

設の従業者 

ⅱ 障害福祉サービス事業、障害児通所支援事業、老人居宅介護等事業

の従事者 

ⅲ 病院若しくは診療所又は薬局、訪問看護事業所の従業者 

ｃ 障害者職業センター又は障害者就業・生活支援センターにおいて相談

支援の業務に従事した期間 

ｄ 特別支援学校その他これらに準ずる機関において障害のある児童及

び生徒の就学相談、教育相談及び進路相談の業務に従事した期間 
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ｅ ｂのⅰからⅲまでに掲げる従事者であって、ｂの①から⑤までの社会

福祉主事任用資格者等でない者が、介護等の業務（※２）に従事した

期間 

通算１０年

以上 

ｆ ａからｅまでの期間が通算して３年以上あり、かつ、次の資格に基づ

き、当該資格に係る業務に従事した期間 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理

学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、

義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、

はり師、きゅう師、柔道整復師、管理栄養士、栄養士又は精神保健

福祉士、公認心理師 

通算５年 

以上 

☞相談支援に関するＱ＆Ａ問 16～問 21 

※１ 相談支援の業務 

身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むの

に支障がある者の日常生活の自立に関する相談に応じ、助言、指導その他の支援を行

う業務その他これに準ずる業務 

※２ 介護等の業務 

身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者につき、

入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、並びにその者及びその介護者に対して介護

に関する指導を行う業務 

 

【実務経験等についてのＱ＆Ａ】 

質問 回答 

１年以上の実務経験の具体的な考え方はい

かが。 

１年以上の実務経験とは、業務に従事した期間

が１年以上であり、かつ、実際に業務に従事した

日数が１年当たり１８０日以上であることをいうも

のとする。 

例えば、５年以上の実務経験であれば、業務に

従事した期間が５年以上であり、かつ、実際に業

務に従事した日数が９００日以上であることをい

う。 

小規模作業所の職員は、実務経験に含まれ

るのか。 

市町村から補助金又は委託により運営されてい

る小規模作業所であって、業務内容や勤務状況

の記録が適正に整備されており、所属長等によ

る実務経験の証明が可能であれば、実務経験に

含まれる。この場合の実務経験は「介護等業務」

となる。 
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社会福祉主事任用資格者等は、介護等業務

の実務経験が５年以上となっているが、社会

福祉主事任用資格等の資格取得以前の期

間も含めて５年以上の実務経験があればよ

いのか。 

お見込みのとおり。 

社会福祉主事任用資格等を取得してから、改め

て５年間の実務経験が必要ということではない。 

障害福祉サービス事業所に経理事務員とし

て１０年以上勤務した場合、実務経験として

認められるか。 

認められない。 

幼稚園、保育所、学校等で１０年以上従事

し、児童の中に障害児もいた場合、実務経験

として認められるか。 

認められない。 

児童の中に障害児がいたという場合は、障害者

の支援業務の対象外。特別支援学級は対象と

なる。 

他都道府県が発行した研修修了証書は千葉

県で有効か。 

有効となる。 

 

（４）相談支援従事者現任研修の受講について 

相談支援従事者現任研修は、相談支援従事者初任者研修等を修了した年度の翌年度を

初年度として、５年目の年度末日までに１回以上修了する必要があります。（例は実務経験を

満たしている人の場合です。実務経験を満たすまでの間は、「相談支援専門員」としての要件

を満たしません。） 

 

 

【例】 

 

平成２６ 

年度 

平成２７ 

年度 
～ 

令和元 

（平成３１） 

年度 

令和２ 

年度 
～ 

令和６ 

年度 

千葉県相談支

援従事者初任

者研修受講 

初年度 ～ ５年度目 ６年度目 ～ １０年度目 

 

 

 

 

 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

初任者研修修了後から平成３１（令和

元）年度末までは現任研修を修了してい

なくとも相談支援専門員として配置可能 

平成３１（令和元）年度末までに現任研修を

修了していれば、令和２年度から令和６年度

末までは相談支援専門員として配置可能 

この５年間に１回以上現任 

研修を受講する 

この５年間に１回以上現任 

研修を受講する 
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               C事業所（居宅介護事業所） 

（５）相談支援専門員がサービス提供事業所職員と兼務する場合のモニタリング制限 

相談支援専門員が担当する障害者等が利用するサービス提供事業所の職員と兼務する

場合（指定障害児相談支援事業所、指定一般相談支援事業所又は指定自立生活援助事業

所と兼務する場合は除く）については、サービス提供事業所との中立性の確保や、サービス

提供事業と異なる視点での検討が欠如しかねないことから、以下のやむを得ない場合を除き、

当該者がサービス提供事業所と兼務しない相談支援専門員が継続サービス利用支援を実

施することを基本とします。 

また、支給決定の更新又は支給決定の変更に係るサービス利用支援についても、当該者

が利用するサービス提供事業所と兼務しない相談支援専門員が実施することを基本とします。 

【例外】 

○身近な地域に指定特定相談支援事業者等がない場合 

○支給決定又は支給決定等の変更によりサービス内容に著しく変動があった方のうち、当

該支給決定等から概ね３カ月以内の場合（サービス利用支援とその直後の継続サービ

ス利用支援は一体的な業務であること、指定特定相談支援事業者等の変更に当たって

は利用者が別の事業者と契約を締結し直すことが必要となることから、一定期間を猶予

する。） 

○その他市町村がやむを得ないと認める場合 

例）下記のようなケースの場合、Aさんは利用者 Dさんにヘルパーとして居宅介護等のサービ 

スを提供していませんが、利用者 D さんは A さんが従事している事業所（C事業所）の利用

者になるので、サービス提供事業所との中立性の確保や、サービス提供事業と異なる視

点での検討が欠如しかねないことからモニタリングを行うことはできません。 

 

 

  

A さん 

相談支援専門員（B事業所） 

兼 

サービス提供事業所職員（C事業所のヘルパー） 

利用者 D さん 

 

利用者 E さん 

 

① ② 
①モニタリング 

（相談支援専門員として） 

②サービス提供 

（ヘルパーとして） 
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４．運営基準について 

（１）サービスごとの運営基準の適応関係 

 各基準省令に定められた運営基準の項目について、サービスごとに該当となる条文等を整

理しております。 

 複数サービスを実施している場合等には、運営基準の内容について下記の表のとおりとな

りますので、ご確認ください。 

項目 
地域移行 

支援 

地域定着 

支援 

計画相談 

支援 

障害児相談 

支援 

内容及び手続の説明及び同意 第５条 第５条 第５条 第５条 

契約内容の報告等 第６条 第６条 第６条 第６条 

提供拒否の禁止 第７条 第７条 第７条 第７条 

連絡調整に対する協力 第８条 第８条 － － 

サービス提供困難時の対応 第９条 第９条 第８条 第８条 

受給資格の確認 第１０条 第１０条 第９条 第９条 

給付決定の申請に係る援助 第１１条 第１１条 第１０条 第１０条 

心身の状況等の把握 第１２条 第１２条 － － 

指定障害福祉サービス事業者

等との連携等 
第１３条 第１３条 － － 

身分を証する書類の携行 第１４条 第１４条 第１１条 第１１条 

サービスの提供の記録 第１５条 第１５条 － － 

支給決定障害者等に求めること

のできる金銭の支払いの範囲等 
第１６条 第１６条 － － 

給付費の額等の受領 第１７条 第１７条 第１２条 第１２条 

利用者負担額に係る管理 － － 第１３条 第１３条 

給付費の額に係る通知等 第１８条 第１８条 第１４条 第１４条 

具体的取扱方針 第１９条 第４１条 第１５条 第１５条 

地域移行支援計画の作成等 第２０条 － － － 

地域における生活に移行するた

めの活動に関する支援 
第２１条 － － － 

障害福祉サービスの体験的な利

用支援 
第２２条 － － － 

体験的な宿泊支援 第２３条 － － － 

関係機関との連絡調整等 第２４条 － － － 

地域定着支援台帳の作成等 － 第４２条 － － 

常時の連絡体制の確保等 － 第４３条 － － 

緊急の事態における支援等 － 第４４条 － － 
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※以下、各運営基準等が該当となるサービスについて、各基準項目の見出しに標記しております。 

○移 ： 地域移行支援 

○定 ： 地域定着支援 

○計 ： 計画相談支援 

○児 ： 障害児相談支援 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２）内容及び手続の説明及び同意 ○移  ○定  ○計  ○児  

利用申込者に対しては、運営規程の概要、従業者の勤務体制、その他の利用申込者のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該サー

ビスの提供の開始について利用申込者の同意を得なければなりません。 

なお、利用契約が成立した際には、社会福祉法第７７条に基づき、以下の点を記載した契

約書等の書面を交付しなければなりません。 

①当該社会福祉事業の経営者の名称及び主たる事務所の所在地 

②当該社会福祉事業の経営者が提供する福祉サービスの内容 

③当該福祉サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項 

④当該福祉サービスの提供開始年月日 

⑤当該福祉サービスの提供に係る苦情を受け付けるための窓口  

項目 
地域移行 

支援 

地域定着 

支援 

計画相談 

支援 

障害児相談 

支援 

利用計画等の書類の交付 － － 第１６条 第１６条 

市町村への通知 第２５条 第２５条 第１７条 第１７条 

管理者の責務 第２６条 第２６条 第１８条 第１８条 

運営規程 第２７条 第２７条 第１９条 第１９条 

勤務体制の確保等 第２８条 第２８条 第２０条 第２０条 

業務継続計画の策定等 第２８条の２ 第２８条の２ 第２０条の２ 第２０条の２ 

設備及び備品等 第２９条 第２９条 第２１条 第２１条 

衛生管理等 第３０条 第３０条 第２２条 第２２条 

掲示等 第３１条 第３１条 第２３条 第２３条 

秘密保持等 第３２条 第３２条 第２４条 第２４条 

情報の提供等（広告） 第３３条 第３３条 第２５条 第２５条 

利益供与等の禁止 第３４条 第３４条 － － 

利益収受等の禁止 － － 第２６条 第２６条 

苦情解決 第３５条 第３５条 第２７条 第２７条 

事故発生時の対応 第３６条 第３６条 第２８条 第２８条 

虐待の防止 第３６条の２ 第３６条の２ 第２８条の２ 第２８条の２ 

会計の区分 第３７条 第３７条 第２９条 第２９条 

記録の整備 第３８条 第３８条 第３０条 第３０条 
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主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・利用契約書の有効期限が切

れている。 

・有効期限等を含め適切に管理してください。自動更新

とする契約も可能ですが、その場合には、「契約期間満

了の○か月前までに申出がない場合には、自動的に契

約を更新するものとする」等の自動更新の規定を明記し

てください。 

・契約内容が変わる場合等には必ず利用者に対し説明

のうえ同意を得るようにしてください。 

・重要事項説明書に記載されて

いる苦情窓口に誤りがある。 

・船橋市（自治体）の苦情窓口は指導監査課となりま 

す。以前の窓口であった障害福祉課と記載している 

事業所においては、修正等を行ってください。 

また指導監査課の連絡先は、確実に対応が可能な 

電話番号及び FAX番号のみ記載してください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（３）提供拒否の禁止 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、以下の理由がある場合を除き、サービスの提供を拒むことはできません。 

①当該事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合 

②利用申込者の居住地等が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

③当該事業所の運営規程において主たる対象とする障害の種類を定めている場合であって、

これに該当しない者から利用申込みがあった場合 

④その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（４）サービス提供困難時の対応 ○移  ○定  ○計  ○児  

サービスを提供することが困難であると認めた場合は、適当な他の事業所等の紹介その

他の必要な措置を速やかに講じなければなりません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（５）身分を証する書類の携行 ○移  ○定  ○計  ○児  

従業者に身分を明らかにする証書や名札等を携行させ、必要に応じ提示する必要があり

ます。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（６）サービス提供の記録 ○移  ○定   

事業者は、サービスの提供を行った際には、提供日、提供したサービスの具体的内容等

の利用者へ伝達すべき必要な事項を、提供の都度記録し、支給決定障害者等から確認を受
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けなければなりません。 

なお、記録に関しては後日一括して記録するのではなく、サービス提供の都度、記録しな

ければなりません。 

 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・支給決定障害者等からサービ

スの提供を行ったことの確認を受

けていない。 

・記録の整備が行われていない場合には、サービスの

提供の有無が判断できないため、報酬の返還を求め

ることがあります。必ず利用者から確認を受け、記録

を残してください。 

・サービス提供に係る記録は５年間の保存が義務付け

られております。 

・利用者の印鑑を預かり、利用者

から利用の確認を受けることな

く、事務の職員がまとめて印鑑を

押している。 

・事業所が利用者の印鑑を預かる・購入する等して事

業所が事務的に押印することは、趣旨に反します。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（７）支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払の範囲等 ○移  ○定   

地域移行支援・地域定着支援事業者は、後述の交通費の他、曖昧な名目による不適切な

費用の徴収を行うことはできません。ただし、直接利用者の便益を向上させるものについて

は、次の要件を満たす場合に、利用者に金銭の支払を求めることは差支えありません。 

 

①地域移行支援・地域定着支援のサービス提供の一環として行われるものではないサービ

スの提供に要する費用であること。 

②利用者に求める金額、その使途及び金銭の支払を求める理由について記載した書面を利

用者に交付し、説明を行うとともに、当該利用者の同意を得ていること。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（８）給付費の額等の受領 ○移  ○定  ○計  ○児  

運営規程等に定める、通常の事業の実施地域以外の地域を訪問してサービス提供する場

合は、要した交通費の額の実費を請求することができます。 

なお、当該費用を徴収する場合には、あらかじめ、その額について説明を行い、同意を得

なければなりません。 

また、当該費用の額の支払いを受けた場合には、支給決定障害者等に対して、領収書を

交付しなければなりません。 
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（９）利用者負担額に係る管理（上限額管理事務） ○計  ○児  

１．利用者負担上限月額とは 

障害福祉サービスに係る利用者負担は、利用者の負担軽減を図る観点から支給決定障

害者等の所得等の状況に応じて負担上限月額を設けております。 

２．上限額管理事務とは 

利用者において、複数の事業所を利用しており、かつ、設定された１月あたりの負担上限

月額を超過することが予測される方については、市に届出を行うことにより特定の事業者が

利用者負担上限月額管理者となって、支給決定障害者等の利用者負担額の上限額管理事

務を行うものとします。 

３．計画相談支援事業者による上限額管理事務 

上限額管理の優先順位は、原則は下記表の番号が若い順から優先して事務処理を実施

します。 

 

① 居住系サービス（施設入所・グループホーム） 

② 相談支援事業所（※毎月モニタリングの利用者のみ） 

③ 日中系サービス（生活介護・就労継続支援・自立訓練等） 

④ 訪問系サービス（居宅介護・同行援護等） 

⑤ 短期入所事業所 

  

※同一優先順位のサービスの中で複数のサービスを利用している場合は、原則として、サ

ービス利用契約の多い事業所が上限額管理事業者となります。 

※モニタリングの標準期間が毎月となっている利用者は、相談支援事業者が優先して上限

額管理を実施しますが、標準期間が毎月でない利用者（３ヶ月や６ヶ月単位）の上限額

管理については、原則として、相談支援事業者は実施しません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１０）給付費の額に係る通知等 ○移  ○定  ○計  ○児  

法定代理受領によって市町村からサービスに係る計画相談支援給付費等を受け取った場

合は、その額を支給決定障害者等に文書で通知をしてください。文書で通知する際は、代理

受領した金額だけでなく、利用した日数や取得した加算等、明細がわかるよう通知することが

望ましいです。 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・法定代理受領により計画相談支援給

付費等を受け取った際に、その額を支

給決定障害者等に通知を行っていな

い。 

・相談支援に関しては、自己負担額がかかりま

せんが、原則、毎月利用者に通知しなければな

りません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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（１１）具体的取扱方針（地域移行支援、地域定着支援） ○移  ○定  

管理者は、指定地域移行・地域定着支援従事者に、基本相談支援に関する業務及び地域

移行計画の作成又は地域定着支援台帳の作成その他の業務を担当させます。 

また、管理者は相談支援専門員に、相談支援専門員以外の従業者に対する技術的指導

及び助言を行わせます。 

サービスの提供に当たっては、「障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガ

イドラインについて」（平成 29 年３月 31 日付け障発 0331 第 15 号。以下、「意思決定支援ガ

イドライン」という。）を踏まえて、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、意思決定支援ガイドラインに掲げる次の基本原則に十分に留意しつつ、利用者の意

思決定の支援に配慮しなければなりません。 

ア 本人への支援は、自己決定の尊重に基づき行う。 

イ 職員等の価値観においては不合理と思われる決定でも、他者への権利を侵害しないの

であれば、その選択を尊重するように努める姿勢が求められる。 

ウ 本人の自己決定や意思確認がどうしても困難な場合は、本人をよく知る関係者が集ま

って、様々な情報を把握し、根拠を明確にしながら意思及び選好を推定する。 

なお、相談支援専門員については、利用者の意思決定支援を適切に行うため、都道府県

が実施する相談支援専門員を対象にした専門コース別研修の意思決定支援コースを受講す

ることが望ましいです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１２）地域移行支援計画の作成等 ○移  

従業者は、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた指定地域移行支援

に係る計画（地域移行支援計画）を作成しなければなりません。 

①アセスメントの実施及び支援内容の検討 

   利用者の心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を

通じて、利用者の希望する生活や課題等の把握（アセスメント）を行うとともに、

利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者が地域において

自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように支援する上での適切な

支援内容の検討をします。 

アセスメントの実施に当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える

場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断

能力等について丁寧に把握しなければなりません。 

   なお、アセスメントにあたっては、利用者に面接しなければなりません。 

②地域移行支援計画の原案の作成 

   アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき作成し、以下の内容について記載

する必要があります。 

  ・利用者及びその家族の生活に対する意向 

  ・総合的な支援の方針 
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  ・生活全般の質を向上させるための課題 

  ・地域移行支援の目標及びその達成時期 

  ・地域移行支援を提供する上での留意事項等  

③計画作成会議の開催 

  地域移行支援計画の作成に当たり、当該利用者に係る障害者支援施設等、精神科

病院等における担当者を招集して行う会議（個別支援会議）を開催し、当該利用者

の生活に対する、意向等を改めて確認するとともに地域移行支援計画の原案の内容

について意見を求めなければなりません。 

  個別支援会議は、意思決定支援ガイドラインにおける意思決定支援会議をより丁

寧に実施するために、意思決定支援会議を個別支援会議とは別に開催することも差

し支えありません。 

なお、個別支援会議については、原則として利用者が同席した上で行わなければ

なりません。ただし、利用者の病状等、やむを得ない場合については、例外的にテ

レビ電話装置の活用等、同席以外の方法により希望する生活及びサービスに対する

意向等を改めて確認することで差し支えありません。 

④利用者及びその家族への説明・同意及び交付 

   利用者またはその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければな

りません。 

また、地域移行支援計画を作成した際には、当該計画を利用者及び利用者の計画

相談支援事業者に交付しなければなりません。 

また、サービス等利用計画を踏まえた地域移行支援計画の作成等を可能とするた

め、当該相談支援事業者が実施するサービス担当者会議に参加し、利用者に係る必

要な情報を共有する等により相互連携を図ってください。 

⑤実施状況の把握及び見直し（モニタリング） 

  適宜、当該計画の実施状況の把握及び当該計画を見直すべきかどうかについての

検討を行い、必要に応じて計画の変更を行わなければなりません。 

  なお、モニタリングに際しても相談支援事業者との相互連携を図ることが求めら

れるものであり、モニタリング結果を相互に交付すること、サービス担当者会議及

び個別支援会議を合同で開催又は相互の会議に出席する等の方法により連携強化

を図ってください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１３）地域における生活に移行するための活動に関する支援 ○移  

住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談、外出の際

の同行、障害福祉サービスの体験的な利用支援（生活介護、自立訓練、就労移行支援及

び就労継続支援に限る）、体験的な宿泊支援その他の必要な支援を提供します。 

支援の提供に当たっては、一定の期間の中で地域移行に向けた目標を設定して集中的

に支援することが望ましいことから、おおむね週に１回以上、利用者との対面により行

わなければなりません。対面による支援とは、利用者が入所、入院する障害者支援施設、
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精神科病院や体験宿泊場所への訪問による相談支援や地域生活への移行のための外出

時の同行による支援をいいます。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１４）障害福祉サービスの体験的な利用支援 ○移  

指定地域移行支援事業者は、利用者に対し、障害福祉サービスの体験的な利用支援を提

供する場合は、指定障害福祉サービス事業者等への委託により行う必要があります。 

なお、障害福祉サービスの体験的な利用支援の提供に当たっては、委託先の指定障害福

祉サービス事業者等の担当者との連絡調整や利用者に対する相談援助の支援が必要とな

るため、原則として、指定地域移行支援従事者が利用者に同行による支援を行わなければ

なりません。 

また、指定地域移行支援従事者は、障害者支援施設等、精神科病院、刑事施設等及び委

託先の指定障害福祉サービス事業者等の担当職員と、体験的な利用に当たっての事前の連

絡調整や留意点等の情報共有、当該支援を行った際の状況や当該状況を踏まえた今後の

支援方針等の情報共有を行うなど、緊密な連携を図る必要があります。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１５）体験的な宿泊支援 ○移  

体験的な宿泊支援については、以下の要件を満たす場所で行わなければなりません。 

なお、体験的な宿泊支援について、指定障害福祉サービス事業者等への委託により行うこ

とも可能です。 

①利用者が体験的な宿泊を行うために必要な広さの居室を有するとともに、体験的な宿泊

に必要な設備及び備品等を備えていること。 

②衛生的に管理されている場所であること。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１６）地域定着支援台帳の作成等 ○定  

①アセスメントの実施 

   利用者の置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて、利用者の

自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の希望する生活や課題等

の把握（アセスメント）を行います。 

   アセスメントの実施に当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える

場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断

能力等について丁寧に把握しなければなりません。 

   なお、アセスメントに当たっては、利用者に面接しなければなりません。 

②地域定着支援台帳の作成 

   利用者の心身の状況、その置かれている環境、緊急時において必要となる当該利用

者の家族等及び当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者等、医療機関そ

の他の関係機関の連絡先その他の利用者に関する情報を記載した指定地域定着支援
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に係る台帳を作成します。 

③実施状況の把握及び見直し 

地域定着支援台帳の作成後においても、適宜、地域定着支援台帳の見直しを行い、

必要に応じて地域定着支援台帳の変更を行わなければなりません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１７）常時の連絡体制の確保等 ○定  

指定地域定着支援事業者は、利用者の心身の状況及び障害の特性等に応じ、適切な方

法により、当該利用者又はその家族との常時の連絡体制を確保しなければなりません。常時

の連絡体制の確保は、夜間等に職員を配置する他、携帯電話等により利用者又はその家族

との常時の連絡体制を確保する方法による事も可能です。 

また、指定地域定着支援事業者は、適宜利用者の居宅への訪問等を行い、利用者の状況

を把握しなければなりません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１８）緊急の事態における支援等 ○定  

指定地域定着支援事業者は、利用者の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他

の緊急に支援が必要な事態が生じた場合には、速やかに当該利用者の居宅への訪問等に

よる状況把握を行わなければなりません。 

また、指定地域定着支援事業者は、上記の状況把握を踏まえ、当該利用者が置かれてい

る状況に応じて、当該利用者の家族、当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者

等、医療機関その他の関係機関との連絡調整、一時的な滞在による支援その他の必要な措

置を適切に講じなければなりません。一時的な滞在による支援については、以下の要件を満

たす場所において行わなければなりません。なお、一時的な滞在による支援については、指

定障害福祉サービス事業者等への委託により行うことが可能です。 

①利用者が一時的な滞在を行うために必要な広さの区画を有するとともに、一時的な滞在

に必要な設備及び備品等を備えていること。 

②衛生的に管理されている場所であること。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１９）具体的取扱方針（計画相談支援、障害児相談支援） ○計  ○児  

サービス等利用計画の作成にあたって 

 サービス等利用計画の作成にあたっては、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

の配慮しつつ、利用者の希望等を踏まえて作成することが基本です。 

その際、「障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイドラインについて」

（平成 29年３月 31日付け障発 0331第 15号。以下「意思決定支援ガイドライン」という。）を

踏まえて、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、意思決定支援

ガイドラインに掲げる次の基本原則に十分に留意しつつ、利用者の意思決定の支援に配慮

してください。 
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ア 本人への支援は、自己決定の尊重に基づき行う。 

イ 職員等の価値観においては不合理と思われる決定でも、他者への権利を侵害しないの

であれば、その選択を尊重するように努める姿勢が求められる。 

ウ 本人の自己決定や意思確認がどうしても困難な場合は、本人をよく知る関係者が集ま

って、様々な情報を把握し、根拠を明確にしながら意思及び選好を推定する。 

なお、相談支援専門員については、利用者の意思決定支援を適切に行うため、都道府県

が実施する相談支援専門員を対象にした専門コース別研修の意思決定支援コースを受講す

ることが望ましいです。 

また、サービス等利用計画は、利用者の日常生活全般を支援する観点及びインクルージョ

ンの観点に立って作成されることが重要です。このため、サービス等利用計画の作成又は変

更に当たっては、利用者及びその家族の希望やアセスメントに基づき、指定障害福祉サービ

ス等以外（保健医療サービス、地域生活支援事業等、地域住民による自発的な活動による

サービス等の利用、児童の保育所等への移行支援並びに入所施設及び精神科病院）から地

域への移行支援等の取組等も含めてサービス等利用計画に位置づけることにより、総合的

な計画となるよう努めてください。 
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全体の流れ 

 

サービス利用支援  ☞法第５条第２２項 

①アセスメント 

相談支援専門員は、適切な方法により、利用者について、その心身の状況、その置かれて

いる環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて、利用者の希望する生活や利用者が

自立した日常生活を営むことができるよう、支援する上で解決すべき課題等の把握（アセスメ

ント）を行わなければなりません。また、必要に応じ、専門機関が行うアセスメントや障害支援

区分認定における医師意見書等を本人同意のもと活用することも重要です。 

アセスメントの実施に当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合に

は、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等につ

いて丁寧に把握しなければなりません。また、アセスメントに当たっては、利用者が居所にお

いて日頃生活している様子や、生活環境等を実地で確認することが必要であるため、必ず利

用者の居宅、障害者支援施設等、精神科病院を訪問し、利用者及びその家族に面接しなけ

ればなりません。なお、アセスメントの記録は５年間保存しなければなりません。 
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②サービス等利用計画案の作成・説明・同意 

相談支援専門員は、障害福祉サービスの申請等に係る障害者等の心身の状況、その置

かれている環境、サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し、以下の事項を記入

したサービス等利用計画案を作成します。 

  ・利用者及びその家族の生活に対する意向 

  ・総合的な援助の方針 

  ・生活全般の解決すべき課題 

  ・提供される福祉サービス等の目標及びその達成時期 

  ・福祉サービス等の種類、内容、量 

  ・福祉サービス等を提供する上での留意事項 

  ・モニタリング期間 

特に、モニタリング期間については、利用する予定のサービスの種類のみをもって一律に

設定することのないよう利用者の心身の状況や相談支援事業者が必要な利用者との関わり

の内容・頻度等を勘案した上で、柔軟かつ適切に提案しなければなりません。また、モニタリ

ングの実施標準期間は相談支援事業者としての必要な関わりの標準的な頻度について示し

たものですが、利用者の心身の状況や生活環境等により丁寧な関わりが必要と判断すべき

状況にある利用者については、実施標準期間より高い頻度のモニタリング期間を提案してく

ださい。 

相談支援専門員は、作成したサービス等利用計画案の内容について、利用者又はその家

族に対して説明し、文書により利用者等の同意を得なければなりません。 

また、相談支援専門員は、作成したサービス等利用計画案を利用者等に交付したうえで、

支給決定を受ける市町村に提出します。この提出が遅滞すると、サービス提供に影響を及ぼ

す可能性があるため、速やかに提出してください。必要書類の提出後、市町村は、提出され

たサービス等利用計画案等を勘案し、支給決定を行います。 

なお、サービス等利用計画案に短期入所を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅に

おける自立した日常生活又は社会生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身の

状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所を利用する日数が年間１８０

日を超えないようにしなければなりません。 

ただし、サービス等利用計画案の作成過程において、利用者の心身の状況及び本人、家

族等の意向に照らし、この目安を超えて短期入所の利用が特に必要と認められる場合にお

いては、これを上回る日数の短期入所をサービス等利用計画に位置付けることも可能です。

具体的には、支給決定を受ける市町村にご相談ください。 

また、相談支援員がサービス等利用計画案の原案の作成までの業務を担う場合には、担

当する相談支援専門員又は主任相談支援専門員の指導の下、当該相談支援員が利用者へ

の説明に同席することが望ましいです。 

 

③サービス担当者会議 

相談支援専門員は、支給決定等を踏まえてサービス等利用計画案の変更を行い、指定障

害福祉サービス事業者等との連絡調整等を行うとともに、サービス担当者会議（相談支援専
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門員が、サービス等利用計画の作成のために、当該変更を行ったサービス等利用計画案に

位置付けた福祉サービス等の担当者を招集して行う会議）の開催等により、利用者の望む生

活やサービスへの希望等を改めて参加者全員で共有した上で、当該サービス等利用計画案

の内容について説明を行うととともに、担当者から、専門的な見地からの意見を求めなけれ

ばなりません。 

サービス担当者会議については、原則として利用者等が同席した上で行わなければなりま

せん。ただし、利用者の病状等、やむを得ない場合については、例外的にテレビ電話装置の

活用等、同席以外の方法により希望する生活及びサービスに対する意向等を改めて確認す

ることで差し支えありません。 

様々な専門的見地からの意見等を踏まえてサービス等利用計画を作成するため、サービ

ス担当者会議には担当者のみならず、必要な本人の生活に関係する者や支援関係者が参

加するよう、調整に努めてください。 

また、相談支援員がサービス等利用計画案の原案の作成までの業務を担う場合には、担

当する相談支援専門員又は主任相談支援専門員の指導の下、当該相談支援員がサービス

担当者会議に出席することが望ましいです。 

なお、担当者会議の記録は５年間保存しなければなりません。 

 

④サービス等利用計画の作成 

相談支援専門員は、サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画案の内容につい

て、利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者等の同意を得なければならなり

ません。 

また、相談支援専門員は、サービス等利用計画を作成した際には、当該サービス等利用

計画を利用者等及び担当者に交付しなければなりません。 

※サービス等利用計画案から変更がない場合でも、同内容のサービス等利用計画を作成す

る必要があります。 

※サービス等利用計画は担当者に速やかに交付してください。当該計画の交付の遅滞が、

その後のサービス提供に影響を及ぼす可能性がありますので、必ず遵守してください。 

なお、障害福祉サービス事業者、障害者支援施設等及び一般相談支援事業者は、特定相

談支援事業者に対し個別支援計画を交付しなければならないこととしており、福祉サービス

等の提供事業所と相互に計画書及びモニタリング結果を交換すること並びに相互の会議に

出席する等により連携を一層促進することが重要です。 

 

継続サービス利用支援  ☞法第５条第２３項 

⑤モニタリング 

支給決定障害者等が、支給決定等の有効期間内において、当該者に係るサービス等利用

計画が適切であるかどうかにつき、厚生労働省令で定める期間（モニタリング期間）ごとに、

障害福祉サービスの利用状況等を検証し、その結果及び心身の状況、その置かれている環

境、サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し、サービス等利用計画及びモニタリ

ング期間の見直しを行い、その結果に基づき、次のいずれかの便宜の供与を行うことをいい
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ます。 

・サービス等利用計画を変更するとともに、関係者との連絡調整等の便宜を供与。 

・新たな支給決定若しくは支給決定の変更の決定等が必要と認められる場合において、 

当該支給決定障害者等に対し、当該申請の勧奨を行います。 

 

サービス等利用計画と個別支援計画 

１．個別支援計画とは 

個別支援計画とは、サービス等利用計画を踏まえて、サービス事業所が提供するサービス

の中で何を目指していくのかをプランニングするものです。 

サービス等利用計画は、生活環境や支援ニーズ、本人や家族の希望を踏まえた上で、障

害福祉サービスを取り込んだ生活全体のプランニングのことです。 

【誤った計画の作成例】 

個別支援計画…事業所の利用する曜日や時間だけが記入されたスケジュールのようなもの 

サービス等利用計画…生活環境等のアセスメントがなく、障害福祉サービスの利用計画の

みが記入されている 

 

２．サービス等利用計画と個別支援計画の連動 

障害者のライフプランであるサービス等利用計画を踏まえて、それぞれのサービス事業所

において、個別支援計画の中で具体的に提供する支援を明確化します。つまり、２つの計画

が上手く連動するためには、サービス等利用計画の中で「将来に向けた計画」「障害福祉サ

ービスの役割」等が明確に記入され、サービス事業所等と共有し、個別支援計画へ反映する

ことが必要となります。 

モニタリング期間の設定 

 モニタリング期間については、市町村が、指定特定相談支援事業者の提案を踏まえて、  

以下の勘案事項及び期間を勘案して、個別の対象者ごとに定めます。 

 

１．勘案事項 

・障害者等の心身の状況 

・障害者等の置かれている環境 

地域移行等による住環境や生活環境の変化、家族の入院、死亡又は出生等による家庭

環境の変化、ライフステージ（乳幼児期から学齢期への移行、学齢期から就労への移行

等）の変化の有無等 

・総合的な援助の方針（援助の全体目標）   ・生活全般の解決すべき課題 

・提供されるサービスの目標及び達成時期   ・提供されるサービスの種類、内容及び量 

・サービスを提供する上での留意事項 
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２．モニタリング実施標準期間（計画相談支援・障害児相談支援） 

 
対象者 

モニタリング 

期間 

（１） 
支給決定又は支給決定の変更によりサービスの種類、内容又は量に

著しく変動があった方 

毎月 

※利用開始から３カ月間

に限る 

（２） 

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、生活介護、短期入

所、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就

労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、就労定着支援、自立生活援助、児童発達支

援、放課後等デイサービス、地域移行支援又は地域定着支援を利用する

方で、次のいずれかに該当する場合 

◯ 障害者支援施設からの退所に伴い、一定期間、集中的に支援を

行う必要がある方 

◯ 単身世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病

等のため、自ら指定障害福祉サービス事業所等との連絡調整を行う

ことが困難な方 

◯ 重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる方 

毎月 

（３） 

居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、短期入所、就労移行

支援、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労定着支援、自立生活援助、

共同生活援助（日中サービス支援型に限る。）を利用する方 

６５歳以上の方で、介護保険によるケアマネジメントを受けていない方 

３月毎 

（４） 

療養介護、重度障害者等包括支援、施設入所支援、生活介護、共同

生活援助（日中サービス支援型を除く。）、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、地

域移行支援又は地域定着支援を利用する方 

６月毎 

 

３．留意事項 

上記区分は市町村がモニタリング期間を設定するための標準であり、例えば次のような利

用者については、標準よりも短い期間で設定する必要があります。 

【計画相談支援】 

・生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が必要で 

ある者 

・利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者 

【障害児相談支援】 

・学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある者 

・就学前の児童の状態や支援方法に関して、不安の軽減・解消を図る必要のある保護者 

モニタリング期間等の変更 

指定特定相談支援事業者がモニタリングを行った結果、モニタリング期間を変更する場合

や、指定特定相談支援事業者の変更を行う場合は、市へ以下の書類を提出してください。 
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○ サービス等利用計画案等受付票 

○ 相談支援給費支給申請書 

○ 相談支援依頼（変更）届出書 

○ モニタリング報告書 

○ サービス等利用計画案（モニタリング期間を新たに設定したもの（指定特定相談支援

事業者の変更の場合は、変更後の事業者が作成したもの）） 

 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・アセスメントが実施され

ていない。 

・相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成に先立ち、

利用者のアセスメントを行わなければなりません。 

・実施したアセスメントの内容については、適切に記録し、記

録については 5年間保存してください。 

・サービス担当者会議が

実施されていない。 

・相談支援専門員は、サービス等利用計画案の作成後、サー

ビス担当者会議の開催等により、担当者から、専門的な見地

からの意見を求めなければなりません。 

・サービス等利用計画案

の作成後、サービス等利

用計画が作成されていな

い。 

・内容に変更がない場合でも、サービス等利用計画の作成は

必要です。 

※計画案から内容に変更がなく、事前に利用者に同意を得て

いた場合のみ、計画の再交付は省略可能です。その場合、計

画案に「計画については、変更がなければ案の内容のままと

なる」旨の内容を加えて利用者に署名をもらう等、了承を得て

いたことがわかるように記録を残してください。 

（２０）運営規程 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は以下の事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めておかなけれ

ばなりません。 

・事業の目的及び運営の方針 

・従業者の職種、員数及び職務の内容（※） 

・営業日及び営業時間 

・相談支援の提供方法及び内容並びに障害者等から受領する費用及びその額 

・通常の事業の実施地域 

・事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類 

・虐待の防止のための措置に関する事項 

・その他運営に関する重要事項（地域生活支援拠点等であること等） 

（※）従業者の員数については日々変化するため、基準人員を満たす範囲内で「○人以上」と 

記載することも可能。 

（※）事業所が市町村により地域生活支援拠点等として位置付けられている場合は、その旨 

を明記すること。 
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主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・利用者負担額（交通費）等につい

て、運営規程・重要事項説明書に

記載された内容と実態に相違があ

る。 

 

・利用者に負担を求める金額等について運営規程や

重要事項説明書に記載が行われているか、確認を

お願いします。 

・変更が生じた場合には、運営規程の変更等も併せ

て必要になります。 

・虐待防止が努力義務となってい

る。 

・虐待防止委員会に関する記載が

ない。 

・「虐待防止の措置を講ずるよう努めるものとする。」 

⇒「虐待防止の措置を講ずるものとする。」へ修正し

てください。 

・虐待防止委員会を設置している旨を運営規程に記

載する必要があります。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２１）勤務体制の確保 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理

者との兼務関係等を明確にする等により、従業者の勤務の体制を定めておかなければなり

ません。 

なお、サービスは雇用契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮命令下にあ

る従業者によって提供されなければなりません。 

また、従業者の質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や事業所内の研修への参

加の機会を計画的に確保しなければなりません。 

 

職場におけるハラスメント対策の強化 

障害福祉サービス事業者等の適切なハラスメント対策を強化する観点から、全ての障害福

祉サービス事業者等に、男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者

の責務を踏まえつつ、職場におけるハラスメント対策を求めることとします。 

【事業者が講ずべき措置の具体的内容】 

①事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発 

 職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方

針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

②相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

 相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあ

らかじめ定め、従業者に周知すること。 

【事業者が講じることが望ましい取組】 

①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備（カスタマーハラスメントも含む。） 

②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人で

対応させない等） 
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③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた

取組） 

【参考】 

・事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等に

ついての指針（平成１８年厚生労働省告示第 615号） 

・事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理

上講ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働省告示第 5号） 

 

主な指摘事項等 

・研修を全く実施していない。 ・研修の実施回数に規定はありませんが、運営規程や事

業者が作成する研修計画等に基づき、適切に実施される

必要があります。 

・研修の記録がない。 ・研修の記録は必須とはされていませんが、適切な研修

実施のためにも、記録されることが望ましいです。 

・参加者の管理、欠席者への措置等についても、適切に

管理される必要があります。 

・ハラスメント対策が整備され

ていない。（指針を作成して

いない、一部ハラスメントの

対策が抜けている等） 

・職場におけるハラスメントの内容及びハラスメントを行っ

てはならない旨の方針を指針や就業規則等に明記し、

従業者に周知・啓発を行ってください。 

・一部ハラスメント（特にカスタマーハラスメント）の対策が

抜けている事例が散見されますので、改めてご確認をお

願いします。 

・書面上ハラスメント対策が整備されていても、実態として

機能していない事例が確認されております。書面で定め

た内容について、適切な運用をお願いします。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２２）業務継続計画の策定等 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計

画）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければなりません。 

【業務継続計画に記載する項目等】 

①感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保 

等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報 

共有等） 
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②災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の

対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

【研修について】 

感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時

の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとします。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催するととも

に、新規採用時には別に研修を実施することが望ましいです。また、研修の実施内容につい

ても記録が必要となります。なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の

予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えありません。 

【訓練（シミュレーション）の実施】 

感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事

業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践するサービスの演習等を

定期的（年１回以上）に実施するものとします。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するも

のを適切に組み合わせながら実施することが適切です。 

【参考】 

○感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等（厚生労働省） 

ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

 

業務継続計画未策定減算について 

業務継続計画の作成及び当該業務継続計画に従い必要な措置を講じていない場合、利

用者全員に対して所定単位数から減算となります。 

【減算となる期間】 

・事実が生じた月の翌月から解消に至った月までの間 

経過措置 

令和７年３月３１日までの間は、減算が適用されません。 

☞令和 6年度障害福祉サービス等報酬改定に関する Q＆A(VOL.1)問 14、15 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２３）衛生管理等 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行うとともに、事業

所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければなりません。 

また、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じな

ければなりません。 

①感染症及の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の開催 

（おおむね６月に１回以上） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
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②感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備 

③感染症の予防及びまん延の防止のための研修（年１回以上。新規採用時も行うことが望ま

しい）並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練の定期的な実施（年１回以上） 

 

感染症等が発生した場合の報告 

食中毒又は感染症若しくは結核が発生した場合には、指導監査課に報告が必要となりま

す。（「事故発生時の対応」参照） 

また、同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が複数名発生した場

合等には保健所にも報告が必要となります。保健所への報告につきましては、下記ホームペ

ージをご確認ください。 

【船橋市ホームページ】 

トップ＞健康・福祉・衛生＞感染症・難病・健康被害＞感染症＞感染症集団発生時の対応と

報告について 

https://www.city.funabashi.lg.jp/kenkou/kansenshou/001/p070803.html 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２４）掲示 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業所の見やすい場所に、以下の内容を掲示する必要があります。なお、掲示内容につ

いては、運営規程の重点項目を要約し掲示しても構いません。 

・運営規程の概要 

・相談支援の実施状況 

・従事者の有する資格 

・経験年数及び勤務の体制 

・その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項 

・体制整備加算を算定する場合には、各加算を算定するための要件となる研修を修了した 

相談支援専門員を配置している旨（計画相談支援、障害児相談支援） 

（※）勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する主旨であり、

従業者の氏名まで掲示することを求めるものではないこと。 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・運営規程の概要等が掲示

されていない。 

・運営規程のみでは足りず、重要事項や相談支援専門員

の有する資格等についても掲示が必要となります。 

・利用者が常に内容を確認できるような状態になっていれ

ば、冊子等による掲示でも構いません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２５）秘密保持等 ○移  ○定  ○計  ○児  

従業者は、業務上知り得た個人情報等について、正当な理由なしに外部に漏らしてはいけ
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ません。なお、サービス担当者会議等において、他の事業者に個人情報を提供する場合等

については、あらかじめ文書により利用者又はその家族の同意を得ておかなければなりませ

ん。同意にあたっては、その都度ではなく、包括的な同意を得ておくことで足ります。 

また、事業者は従業者の個人情報の取り扱いについて、従業者でなくなった後の秘密保持

についても雇用時に取り決めるなどの、必要な措置を講じなければなりません。 

 

施設等における特定個人情報の取扱いについて 

マイナンバー通知カードの保管や個人番号の記載等を含む行政手続に係る申請等を行う

場合につきましては、「施設等における特定個人情報の取扱いについて（厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部発平成２７年１２月１７日付」の事務連絡を参考に取扱いに関して、ご

留意いただきますよう、ご対応のほどよろしくお願いいたします。 

また、社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）に関する情報につきましては、デジタル

庁のホームページ等をご確認いただき、ご対応いただきますようよろしくお願いいたします。 

【参考】 

○マイナンバー社会保障・税番号制度（デジタル庁ホームページ） 

ＵＲＬ：https://www.digital.go.jp/policies/mynumber/ 

○特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）（個人情報保護委員会） 

ＵＲＬ： https://www.ppc.go.jp/legal/policy/ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２６）障害福祉サービス事業者等からの利益供与等の禁止 ○移  ○定   

指定地域移行支援事業者及び指定地域定着支援事業者は、指定特定相談支援事業者若

しくは障害福祉サービスの事業を行う者等又はその従業者に対し、利用者又はその家族に

対して当該指定地域移行支援事業者及び指定地域定着支援事業者を紹介することの対償と

して、金品その他の財産上の利益を供与してはなりません。 

また、指定地域移行支援事業者及び指定地域定着支援事業者は、指定特定相談支援事

業者若しくは障害福祉サービスの事業を行う者等又はその従業者から、利用者又はその家

族を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはなりません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２７）障害福祉サービス事業者等からの利益収受等の禁止 ○計  ○児  

サービス等利用計画の作成又は変更に関し、①事業者及び管理者が相談支援専門員に 

②相談支援専門員が利用者に利益誘導のために特定の福祉サービス事業者等によるサー

ビスを位置付ける旨の指示等を行うことは禁じられています。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２８）苦情解決 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、利用者等からの苦情に迅速に対応するために、相談窓口を設置する、苦情解

決の体制及び手順等の重要事項を文書等に記載して利用者等に説明するなど、必要な措置

https://www.ppc.go.jp/legal/policy/
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を講じなければいけません。 

なお、当該措置の概要については、事業所に掲示することが望ましいです。 

市に利用者から相談があり、市が事業所に対応を求めた事案についても、苦情の記録とし

て残してください。 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・苦情について、発生している

にも関わらず記録を取ってい

ない。 

・事業所では、予め苦情解決の受付窓口を設ける等の措

置を講じてください。 

・苦情を受けた場合には、その内容及び対応等を記録し

てください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２９）事故発生時の対応 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、サービスの提供により事故が発生した場合には、船橋市及び利用者援護市町

村、家族等に連絡を行うとともに、事故の状況及び採った措置について記録し、事故の再発

生を防ぐための措置を講じなければなりません。 

また、事業者は事故が発生した場合の対応方法についてあらかじめ定めておき、賠償す

べき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償を行わなければなりません。 

なお、賠償すべき事態に備えて損害賠償保険に加入するよう努めてください。 

市への報告が必要となる事案 

①サービスの提供による、利用者のけが又は死亡事故の発生 

②利用者の行方不明（捜索願を出したものに限る。）  

③食中毒及び感染症、結核の発生  

④従業者の法令違反、不祥事等の発生  

⑤利用者の法令違反の発生  

⑥災害被害 

⑦施設の運営について、報道機関から取材を受けたもの  

⑧障害者虐待に関する事案 

⑨警察又は保健所が緊急対応した事案  

⑩その他市が報告書の提出を指導した事案 

報告の手順等 

 事故等発生後、速やかに電話等で報告した後、発生後、原則として１週間以内に、報告書

を作成し、市に提出してください。詳細は市ホームページをご確認ください。 

■障害者福祉サービス事業者等における事故等発生時の報告について 

https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/03/p050089.html 

■災害発生時の社会福祉施設等の被災状況の報告について（障害福祉サービス・介護 

保険サービス等） 

https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/001/05/p055386.html 

 

https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/03/p050089.html
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主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

◎事業所内で発生した事故につい

て、市に報告がされていない。 

⇒要領に規定された事案に該当する場合は、市への 

報告が必要となります。なお、報告の必要があるか 

どうか判断に迷う場合には、ご連絡ください。 

※自然災害（台風・大雪等）により施設に被害があった 

場合も報告が必要となります。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（３０）虐待の防止 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又はその再発を

防止するため、次に掲げる措置を講じなければなりません。 

 

①虐待防止委員会の開催 

＜役割＞ 

・虐待防止のための計画づくり 

・虐待防止のチェックとモニタリング 

・虐待発生後の検証と再発防止策の検討 

＜具体的な対応＞ 

ア 虐待（不適切な対応事例も含む。）が発生した場合、当該事案について報告するた

めの様式の整備 

イ 従業者は、虐待の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに、アの様式に従

い、虐待について報告 

ウ 委員会において、イにより報告された事例を集計し、分析 

エ 事例の分析に当たっては、虐待の発生時の状況等を分析し、発生原因、結果等を

とりまとめ、当該事例の再発防止策を検討 

オ 労働環境・条件について確認するための様式を整備するとともに、当該様式に従

い作成された内容を集計、報告し分析 

カ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底 

キ 再発防止策を講じた後に、その効果について検証 

※委員会は少なくとも１年に１回は開催することが必要。 

※委員会における対応状況については、適切に記録のうえ、5年間保存すること。 

※委員会の構成員には、利用者やその家族、専門的な知見のある外部の第三者等も

加えるよう努めること。 

②虐待防止のための指針の作成 

＜盛り込む必要がある項目＞ 

ア 虐待防止に関する基本的な考え方 

イ 虐待防止委員会その他事業所内の組織に関する事項 
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ウ 虐待防止のための職員研修に関する基本方針 

エ 事業所内で発生した虐待の報告方法等の方策に関する基本方針 

オ 虐待発生時の対応に関する基本方針 

カ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

キ その他虐待防止の適正化の推進のために必要な基本方針 

③従業者に対し、虐待防止のための研修の定期的な実施 

 事業所が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修を実施（年１回以

上）するとともに、新規採用時には必ず虐待防止の研修を実施することが重要です。研

修の実施内容については記録のうえ、5年間保存することが必要です。 

④適切に実施するための担当者の配置 

当該担当者及び管理者は、都道府県の実施する虐待防止研修を受講することが望

ましい。 

 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

◎虐待防止委員会の結果が全従

業者へ周知されていない。 

⇒委員会での検討結果は非常勤職員含む全ての

従業者へ周知徹底することが必要です。 

 

虐待防止措置未実施減算について 

以下の①～③のいずれかに該当する場合、利用者全員に対して所定単位の１％が減算とな

ります。 

① 虐待防止委員会を年１回以上開催していない場合 

② 虐待防止のための研修を年１回以上実施していない場合 

③ 虐待防止措置を適切に実施するための担当者を配置していない場合 

【減算となる期間】 

・事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間 

⇒当該事実が生じた場合、速やかに改善計画を市へ提出し、事実が生じた月から３か月後

に改善計画に基づく改善状況を市に報告することとし、改善が確認できるまでの期間につい 

て、減算が適用されます。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（３１）会計の区分 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、該当のサービスの会計について、法人本部会計や他のサービスの会計と区分

しなければなりません。 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・事業会計について、他サービ

スと区別されていない。 

・複数の事業を行っている場合でも、必ず障害福祉サー

ビス事業と他の事業とで会計を分けてください。 
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（３２）記録の整備 ○移  ○定  ○計  ○児  

事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなりませ

ん。 

また、サービスごとに、利用者等に対する相談支援の提供に関する以下の記録を整備し、

当該相談支援を提供した日から５年間保存しなければなりません。 

【地域移行支援】 

・指定地域移行支援の提供に係る記録（第１５条第１項） 

・地域移行支援計画 

・市町村への通知に係る記録（第２５条） 

・苦情の内容等の記録（第３５条第２項） 

・事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録（第３６条第２項） 

【地域定着支援】 

・指定地域定着支援の提供に係る記録（第１５条第１項） 

・地域定着支援台帳 

・市町村への通知に係る記録（第２５条） 

・苦情の内容等の記録（第３５条第２項） 

・事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録（第３６条第２項） 

 

【計画相談支援・障害児相談支援】 

・福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整に関する記録（第１５条第３項第１号） 

・個々の利用者等ごとの個別支援台帳 

サービス等利用計画案及びサービス等利用計画 

アセスメントの記録 

サービス担当者会議等の記録 

モニタリングの結果の記録 

・市町村への通知に係る記録（第１７条） 

・苦情の内容等の記録（第２７条第２項） 

・事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録（第２８条第２項） 
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５．請求に関する基準（加算算定要件等） 

（１）地域移行支援サービス費 ○移  

障害者支援施設等や精神科病院等からの地域移行を促進するため、地域移行実績や専

門職の配置、施設や精神科病院等との緊密な連携を評価するものです。令和３年４月１日よ

り、地域移行支援サービス費（Ⅲ）が新設され、それぞれの要件が見直されました。 

①地域移行支援サービス費（Ⅰ）  

以下の要件を満たす場合 

（１）当該事業所において、前年度に３人以上の地域移行の実績を有すること。 

（２）従業者のうち１人以上は、社会福祉士、精神保健福祉士又は精神障害者地域移

行・地域定着支援関係者研修の修了者であること。 

（３）精神科病院等、障害者支援施設等と緊密な連携（※）が確保されていること。 

※「緊密な連携」の具体例 （いずれも月１回以上が目安） 

・障害者支援施設の入所者や精神科病院の入院患者の処遇に関する会議等への定 

期的な参加 

・障害者支援施設や精神科病院等からの依頼に基づく、入所者・入院患者への障害 

福祉サービスの説明や事業所の紹介 

②地域移行支援サービス費（Ⅱ）  

以下の要件を満たす場合 

（１）当該事業所において、前年度に１人以上の地域移行の実績を有すること。 

（２）他は①と同様。 

③地域移行支援サービス費（Ⅲ）  

   地域移行支援サービス費（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定要件を満たさない場合 

なお、以下の場合は、所定単位数は算定できません。 

○地域移行支援計画の作成がなされていない場合 

○利用者との対面による支援を１月に２日以上行わなかった場合（運営基準では、おおむ

ね週に１回以上実施が必須） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２）障害福祉サービスの体験利用加算 ○移  

指定地域移行支援事業者が、地域相談支援給付決定障害者に対して、地域において障

害福祉サービスを利用するに当たっての課題、目標、体験期間及び留意事項等を地域移行

支援計画に位置付けて、障害福祉サービスの体験的な利用支援を提供した場合に、算定で

きます。 

また、市町村により地域生活支援拠点等として位置付けられ、市町村及び拠点関係機関と

の連携担当者を１名以上配置している場合、さらに 50単位を加算できます。 

①体験利用加算（Ⅰ）  
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体験的な利用支援の提供を開始した日から起算して５日以内の期間 

②体験利用加算（Ⅱ）  

体験的な利用支援の提供を開始した日から起算して６日以上１５日以内の期間 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（３）体験宿泊加算 ○移  

指定地域移行支援事業者が、単身での生活を希望している（家族等との同居を希望してお

り、当該支援を行うことが有効であると認められる場合も含む）地域相談支援給付決定障害

者に対して、体験的な宿泊支援を提供した場合に、15日を限度として算定できます。 

なお、算定する場合には、単身での生活に向けた課題、目標、体験期間及び留意事項等

を地域移行支援計画に位置付ける必要があります。 

①体験宿泊加算（Ⅰ）  

体験的な宿泊支援を提供した場合 

②体験宿泊加算（Ⅱ）  

体験的な宿泊支援を提供し、かつ、当該利用者の状況に応じ、当該利用者に対して、夜

間及び深夜の時間帯を通じて必要な見守り等の支援を行った場合 

なお、算定にあたっては、体験宿泊場所に夜間支援従事者を配置又は少なくとも一晩に

つき複数回以上、当該体験宿泊場所への巡回による支援を行った場合に可能となります。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（４）地域定着支援サービス費 ○定   

①体制確保費 

指定地域定着支援事業者が、支援給付決定障害者に対して、指定地域定着支援とし

て、常時の連絡体制の確保等を行った場合に算定できます。 

②緊急時支援費（Ⅰ）  

指定地域定着支援事業者が、支援給付決定障害者に対して、利用者の障害の特性

に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、

利用者又はその家族等からの要請に基づき、速やかに利用者の居宅等への訪問又は

一時的な滞在による支援を行った場合に算定できます。 

③緊急時支援費（Ⅱ）  

指定地域定着支援事業者が、地域相談支援給付決定障害者に対して、利用者の障

害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場

合において、利用者又はその家族等からの要請に基づき、深夜（午後１０時から午前６

時までの時間をいう。）に電話による相談援助を行った場合算定できます。（緊急時支援

費(Ⅰ)を算定している場合は算定不可） 

 

なお、以下の場合は、所定単位数は算定できません。 

○地域定着支援台帳の作成に係るアセスメントに当たっての利用者との面接等を実

施しなかった場合 
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○適宜の利用者の居宅への訪問等による状況把握が行われなかった場合 

 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・地域定着支援台帳が作成さ

れていない。 

・地域定着支援台帳が作成されていない利用者に対して

は、報酬の算定はできません。 

・緊急時支援を行った記録が

ない。 

・緊急時支援を行った場合は、要請のあった時間、要請

の内容、支援の提供時刻及び緊急時支援の算定対象で

ある旨等を記録する必要があります。 

・緊急な支援ではないにも関

わらず、緊急時支援費を請求

している。 

・緊急時支援費については、緊急に支援が必要な事態が

生じた場合において、利用者又はその家族等からの要請

に基づき、速やかに訪問又は一時的な滞在による支援を

行った場合に算定できるものとなります。 

・算定する際には、支援の内容等を記録する必要があり

ます。（上記参照） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（５）計画相談支援サービス費 ○計  ○児  

サービス利用支援費 

サービス利用支援費は、指定特定相談支援事業者が、計画相談支援対象障害者等に対

して指定サービス利用支援を行った場合に、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる方

法により、１月につき所定単位数を算定できます。 

 

①サービス利用支援費(Ⅰ)  

指定特定相談支援事業所における計画相談支援対象障害者等の数を当該指定特定相

談支援事業所の相談支援専門員の員数（前６月の平均値とし、新規に指定を受けた場合

は、推定数とする。）で除して得た数（取扱件数）の 40 未満の部分に相談支援専門員の平

均員数を乗じて得た数について算定する。 

 

②サービス利用支援費(Ⅱ)  

取扱件数が 40 以上である場合において、当該取扱件数から 39 を減じた数に相談支援

専門員の平均員数を乗じて得た数について算定する。 

 

継続サービス利用支援費 

 継続サービス利用支援費は、指定特定相談支援事業者が計画相談支援対象障害者等に

対して指定継続サービス利用支援を行った場合に、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲

げる方法により、１月につき所定単位数を算定できます。 
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①継続サービス利用支援費（Ⅰ） 

   取扱件数が 40未満である場合又は 40 以上である場合において、40 未満の部分に相

談支援専門員の平均員数を乗じて得た数について算定する。 

 

②継続サービス利用支援費（Ⅱ） 

取扱件数が 40 以上である場合において、当該取扱件数から 39 を減じた数に相談支援

専門員の平均員数を乗じて得た数について算定する。 

 

なお、以下のものが適切に実施されなかった場合は、所定単位数は算定できません。 

○アセスメント 

○サービス等利用計画案についての利用者等への説明、利用者からの同意 

○サービス等利用計画案の交付 

○サービス担当者会議の実施 

○サービス等利用計画についての利用者等への説明、利用者からの同意 

○サービス等利用計画の交付 

○モニタリング 

 

 報酬算定の基本的な考え方 

サービス利用支援費及び継続サービス利用支援費請求に関する考え方は以下のとおりで

す。なお、下記表はサービスの提供月で表記しております。 

（サ…サービス利用支援費 継…継続サービス利用支援費） 

 
例１）新規で支給決定した場合（支給期間：４月～３月までの１年間） 
モニタリング期間 

／実施月 
4  5  6  7  8  9  10 11 12 1 2 3 

毎月 サ 継 継 継 継 継 継 継 継 継 継 サ 

2 月毎 サ  継  継  継  継  継 サ 

3 月毎 サ   継   継   継  サ 

6 月毎 サ      継     サ 

1 年毎 サ           サ 

当初 3 月毎月 

及び 6 月毎 
サ 継 継 継   継     サ 

 ※新規の場合には、モニタリング期間の起算月は支給決定の翌月からとなります。 

 

例２）継続で支給決定した場合（支給期間：４月～３月までの１年間） 
モニタリング期間 

／実施月 
3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

毎月 サ 継 継 継 継 継 継 継 継 継 継 継 サ 

2 月毎 サ  継  継  継  継  継  サ 

3 月毎 サ   継   継   継   サ 

6 月毎 サ      継      サ 

1 年毎 サ            サ 

当初 3 月毎月 

及び 6 月毎 
サ 継 継 継   継      サ 

 

 



45 
 

例３）新規で支給決定した場合 

（支給期間：４月～翌々年３月までの３年間  モニタリング期間：半年毎） 
 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

1 年目 サ      継      

2 年目 継      継      

3 年目 継      継     サ 

 

請求に関しての注意事項 

計画相談支援費については、障害福祉サービス又は地域相談支援の支給決定等の有効

期間の終期月等において、指定継続サービス利用支援を行った結果、支給決定等の更新等

の申請がなされ、同一の月に当該申請に係る指定サービス利用支援を行った場合には、サ

ービス等利用計画作成の一連の支援であることから、継続サービス利用支援費は算定せず、

サービス利用支援費のみを算定するものとします。 

 

機能強化型（継続）サービス利用支援費 

  機能強化型（継続）サービス利用支援費（Ⅰ）～（Ⅳ）については、当該事業所単独で要件

を満たす「単独型」と他の計画相談支援事業所（障害児相談支援事業所）と一体的に管理運

営を行い、要件を満たす「協働型」があり、それぞれの要件は次表の通りです。 

 

【単独型】 

要件 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

①利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留

意事項に係る伝達等を目的とした会議をおおむね週 1

回以上開催している。 

※議題には以下の内容を含めること。 

・現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針 

・過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策 

・地域における事業者や活用できる社会資源の状況 

・保健医療及び福祉に関する諸制度 

・アセスメント及びサービス等利用計画の作成に関する技術 

・苦情の内容及び改善方針 

・その他必要な事項 

※議事録を作成し、5年間保存すること。 

○ ○ ○ ○ 

②24時間常時連絡できる体制を整備している。 ○ ○   

③新規に採用した全ての相談支援専門員及び相談支援員

に対し、現任研修を修了した相談支援専門員の同行によ

る研修を実施している。 

○ ○ ○ ○ 

④基幹相談支援センター等からの支援困難ケースが紹介

された場合に、当該ケースを受託する体制を整備してい

る。 

○ ○ ○ ○ 

⑤基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参 ○ ○ ○ ○ 
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加している。 

⑥協議会に定期的に参画し、関係機関等との連携の緊密

化を図るために必要な取組を実施していること。 

※定期的であるとは会議等の開催時に原則として出席するこ

とをいう。 

○ ○ ○  

⑦基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強

化の取組に参画していること。 
○ ○ ○  

⑨⑩常勤かつ専任の相談支援専門員を配置している。 

※障害児相談支援、一般相談支援、自立生活援助、基幹相談支

援センター、障害者相談支援事業と兼務可。 

常勤

4名 

うち

現任

1名 

常勤

3名 

うち

現任

1名 

常勤

2名 

うち

現任

1名 

2名

うち

常勤

かつ

現任

1名 

⑪1人の相談支援専門員の取扱件数（前 6月平均）が 40

件未満である。 
○ ○ ○ ○ 

 

【協働型】 

要件 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

①利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項

に係る伝達等を目的とした会議をおおむね週 1回以上開催して

いる。 

※議題には以下の内容を含めること。 

・現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針 

・過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策 

・地域における事業者や活用できる社会資源の状況 

・保健医療及び福祉に関する諸制度 

・アセスメント及びサービス等利用計画の作成に関する技術 

・苦情の内容及び改善方針 

・その他必要な事項 

※議事録を作成し、5年間保存すること。 

○ ○ ○ 

②24時間常時連絡できる体制を整備している。 ○ ○  

③新規に採用した全ての相談支援専門員及び相談支援員に対し、

現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施して

いる。 

○ ○ ○ 

④基幹相談支援センター等からの支援困難ケースが紹介された場

合に、当該ケースを受託する体制を整備している。 
○ ○ ○ 

⑤基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加してい

る。 
○ ○ ○ 
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⑥協議会に定期的に参画し、関係機関等との連携の緊密化を図る

ために必要な取組を実施していること。 

※定期的であるとは会議等の開催時に原則として出席することをいう。 

○ ○ ○ 

⑦基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強化の取

組に参画していること。 
○ ○ ○ 

⑧以下の事業所要件のいずれかを満たしていること 

・一体的に管理運営を行う事業所それぞれが、運営規程に地域生

活支援拠点等であることを定めていること。 

又は 

・地域生活支援拠点等の拠点関係機関との連携体制を確保すると

ともに、協議会に定期的に参画していること。 

※拠点関係機関との連携体制を確保することについては、支援が必要な

者への対応について協議する体制及び緊急時に連絡をとれる体制を確

保していることとする。 

※協議会に定期的に参画していることについては、協議会の構成員として

定期的に専門部会等に参加し、個別事例の報告等を行っていることとす

る。 

○ ○ ○ 

⑨⑩常勤かつ専任の相談支援専門員を配置している。 

※障害児相談支援、一般相談支援、自立生活援助、基幹相談支援センタ

ー、障害者相談支援事業と兼務可。 

常勤

4名 

うち

現任

1名 

常勤

3名 

うち

現任

1名 

各 

常勤

1名

ずつ 

うち

現任

1名 

⑪1人の相談支援専門員の取扱件数（前 6月平均）が 40件未満

である。 
○ ○ ○ 

⑫以下の体制要件をいずれも満たしていること 

・協働体制を確保する事業所間において、協定を締結しているこ

と。 

・機能強化型サービス利用支援費に係る各要件を満たしているか

について、協定を締結した事業所間において月 1回確認が実施さ

れていること。 

・原則、全職員が参加するケース共有会議、事例検討会等を月 2

回以上共同して実施していること。 

○ ○ ○ 

 

☞令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(VOL.２)問３１～３２ 

☞令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(VOL.１)問６１～６３ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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（６）記録の作成が必要な加算の取扱いについて ○移  ○定  ○計  ○児   

記録の作成が必要な加算を算定する際の記録方法として、サービス提供記録等に必要事

項の記載がある場合、別途重ねて記録を作成する必要はありません。 

例）関係機関が主催する利用者の支援の方向性を検討する会議に参加し、その会議録を基

準省令に定める記録の一部として一体的に管理・保存した場合、集中支援加算（会議参加）

を算定する場合であっても、別途加算を挙証するための記録を作成することは不要です。 

※他機関が作成した会議録等をそのまま自事業所の記録へ転用することは適切でなく、加え

て少なくとも自事業所の記録様式に自らの所見（考察）等を記録することが必要です。 

作成する記録例 

加算名 記録に記載する事項 

【利用者及び家族への面接に係る加

算】 

初回加算（重ねて算定する場合）  

集中支援加算（訪問）  

居宅介護支援事業所等連携加算（訪

問）  

保育・教育等移行支援加算（訪問） 

・利用者氏名  

・担当相談支援専門員氏名  

・面接を行った年月日、場所及び開始時刻・

終了時刻  

・面接の内容 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ・利用者氏名 

・担当相談支援専門員氏名  

・機関名、対応者氏名  

・開催年月日、場所及び開始時刻、終了時刻  

・情報共有や情報提供等の概要 

退院・退所加算  

医療・保育・教育連携加算 

・利用者氏名  

・担当相談支援専門員氏名 

・機関名 ・対応者氏名 

・開催年月日、場所及び開始時刻、終了時刻 

・サービス等利用計画に反映されるべき事項 

【会議の開催、参加に係る加算】  

集中支援加算（会議開催、会議参加）  

居宅介護支援事業所等連携加算（会議

参加） サービス担当者会議実施加算  

地域体制強化共同支援加算  

保育・教育等移行支援加算（会議参加） 

・利用者氏名  

・担当相談支援専門員氏名 

・開催年月日、場所、開始時刻・終了時刻及

び出席者（氏名、所属・職種） 

・検討内容の概要（例：支援の経過、支援上

の課題、課題への対応策）  

サービス提供時モニタリング加算 ・利用者氏名  

・担当相談支援専門員氏名 

・訪問した機関名、場所及び対応者氏名 

・訪問年月日、開始時刻、終了時刻 
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・確認した障害福祉サービスの提供状況 

・サービス提供時の利用者の状況 

・その他必要な事項 

☞令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(VOL.２)問 28 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（７）ピアサポート体制加算 ○移  ○定  ○計  ○児   

ピアサポーターを配置し、以下の要件を満たした場合に算定できます。 

・ 障害者ピアサポート研修（基礎及び専門）を修了した次の者を常勤換算でそれぞれ０.５

人以上配置していること 

 ①障害者又は障害者であったと都道府県又は市町村が認める者 

 ②管理者又は①の者と協働して支援を行う者 

・ 研修修了者により、事業所の従業員に対し、障害者に対する配慮等に関する研修が 

年１回以上行われていること。 

・ 研修修了者を配置していることを公表していること。 

障害者等の確認方法 

種別 確認方法 

身体障害者 ・身体障害者手帳 

知的障害者 ・療育手帳 

精神障害者 ・精神障害者保健福祉手帳 

・精神障害を事由とする公的年金の受領を証明する書類（年金証書

等） 

・精神障害を事由とする特別障害給付金の受領を証明する書類 

・自立支援医療受給者証（精神通院医療に限る） 

・医師の診断書（原則として主治医が記載し、精神障害者であることが

確認できるもの） 

難病等対象者 ・医師の診断書 

・特定医療費（指定難病）受給者証 

・指定難病に罹患していることが記載されている難病医療費助成の却

下通知等 

※上記に当てはまらない場合は、指導監査課までご相談下さい。 

☞令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ.１)問４～７ 

（８）居住支援連携体制加算・地域居住支援体制強化推進加算 ○移  ○定    

居住支援連携体制加算 

居住支援法人又は居住支援協議会に対して、１月に１回以上、利用者の住宅の確保及び

居住の支援に必要な情報を共有した場合に算定できます。 

・居住支援法人又は居住支援協議会との連携体制を確保し、その旨を公表していること。 
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・情報共有を行った日時、場所、内容、共有手段等を記録し、５年間保存すること。 

地域居住支援体制強化推進加算 

居住支援法人と共同して、在宅での療養上必要な説明及び指導を行い、居住支援協議会

に指導内容や課題を報告した場合に月１回を限度に算定できます。 

・課題の報告は、協議会等への出席及び資料提供や文書等の方法によること。 

・当該支援内容や報告の日時、相手、内容、方法等を記録し、５年間保存すること。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（９）日常生活支援情報提供加算 ○定    

精神科病院等（※１）に通院する者について、当該利用者の自立した日常生活を維持する

ために必要と認められる場合（※２）に、精神科病院等に対して情報提供した場合に算定でき

ます。 

（※１）精神科病院等：精神科病院、医療法に規定する病院・診療所（精神科若しくは心療内

科を担当診療科名として届け出ているものに限る） 

（※２）自立した日常生活を維持するために必要と認められる場合：服薬管理が不十分    

である場合や生活リズムが崩れている場合等 

・ あらかじめ利用者の同意を得て、精神障害者が日常生活を維持する上で必要な情報を精

神科病院等に対して情報提供すること。 

・ 情報提供を行った日時、提供先、内容、提供手段等について記録を作成し、５年間保存す

ること。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１０）主任相談支援専門員配置加算 ○計  ○児  

主任相談支援専門員を事業所に配置した上で、事業所の従業者に対し当該主任相談支

援専門員が適切な助言・指導を行うことができる体制が整備されている場合に算定できます。

当該加算を算定する場合には、体制が整備されている旨を事業所に掲示するとともに公表す

る必要があります。 

要件 Ⅰ Ⅱ 

⓪相談支援従事者主任研修を修了した常勤かつ専従の主任相談支援専門員を

1名以上配置している。 

※障害児相談支援、一般相談支援、自立生活援助、基幹相談支援センター、障害者相

談支援事業と兼務可。 

○ ○ 

①基幹相談支援センターの委託を受けている又は児童発達支援センターに併設

されている。 
○  

②利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等

を目的とした会議を開催している。 
○ ○ 

③新規に採用した全ての相談支援専門員に対する主任相談支援専門員の同行

による研修を実施している。 
○ ○ 
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④主任相談支援専門員が、当該相談支援事業所の全ての相談支援専門員に対

して、地域づくり、人材育成、困難事例への対応などサービスの総合的かつ適

切な利用支援等の援助技術の向上等を目的として指導、助言を行っている。 

○ ○ 

⑤基幹相談支援センターが実施する地域の相談支援事業者の人材育成や支援

の質の向上のための取組の支援等を基幹相談支援センターの職員と共同で

実施している。 

○  

⑥主任相談支援専門員が、基幹相談支援センターが実施する地域の相談支援

事業者の人材育成や支援の質の向上のための取組の支援等について協力し

ている。 

 ○ 

⑦他の指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所及び指定一般相

談支援事業所の従業者に対して上記②～④に該当する業務を実施している。 
○ ※ 

※任意。ただし、自事業所に他の職員が配置されていない等、②～④を自事業所内で実施

することが困難な場合は必須。 

☞令和 6年度障害福祉サービス等報酬改定に関する Q＆A(VOL.1)問 63～65 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１１）入院時情報連携加算 ○計  ○児  

入院時における医療機関との連携を促進する観点から、指定特定相談支援事業者等が入

院時に医療機関が求める利用者の情報を、利用者等の同意を得た上で提供した場合に加算

の算定ができます。 

本加算は、利用者１人につき、１月に１回を限度として加算が可能です。ただし、入院時情

報連携加算（Ⅰ）、（Ⅱ）の同時算定はできません。 

なお、「必要な情報」とは、具体的には、以下の情報を言います。 

・当該利用者の基本情報、利用者の状態、支援における留意点等、家族・世帯の状況、 

生活の状況、受診・服薬の状況等 

医療機関との連携に当たっては、当該事項を記載した入院時情報提供書を作成し、当該

利用者の同意の上、医療機関に提供することが基本です。 

当該利用者が重度訪問介護を利用して入院する場合は、重度訪問介護事業所と連携の

上、医療機関との連携を行ってください。 

☞入院時支援連携加算に関する様式例の提示等について（令和 6年 3月 28日障障発 0328

第２号） 

☞令和 6年度障害福祉サービス等報酬改定に関する Q＆A(VOL.4)問 4.5 

①入院時情報連携加算（Ⅰ） 

医療機関へ出向いて、当該医療機関の職員と面談し、必要な情報を提供した場合 

②入院時情報連携加算（Ⅱ） 

医療機関への訪問以外の方法により、必要な情報を提供した場合 

本加算の算定に伴う記録の整備 

情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面談、ＦＡＸ等）

等について記録を作成したうえで、５年間保存が必要です。 
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（１２）退院・退所加算 ○計  ○児  

退院・退所後の円滑な地域生活への移行に向けた医療機関等との連携を促進する観点

から、退院・退所時に相談支援専門員が医療機関等の多職種から情報収集することや、医

療機関等における退院・退所時のカンファレンスに参加して情報収集を行った上でサービス

等利用計画等を作成した場合に算定できます。 

なお、利用者１人につき、入院・入所中にサービス利用支援費の算定に併せて、当該入院、

入所の開始から退院、退所までの間において３回を限度として加算が可能です。ただし、初

回加算を算定する場合は算定不可となります。 

本加算の算定に伴う記録の整備 

退院、退所する施設の職員と面談を行い情報の提供を受けた場合には、相手や面談日時、

その内容の要旨及びサービス等利用計画に反映されるべき内容に関する記録を作成し、５

年間保存しなければなりません。（サービス等利用計画等において、記録すべき内容が明確

にされている場合には、別途記録が不要。） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１３-１）居宅介護支援事業所等連携加算 ○計   

障害福祉サービス等の利用者が介護保険サービスを利用する場合や、通常の事業所に

新たに雇用される場合に、当該事業所等との引継に一定期間を要する者に対し、以下の①

～④のいずれかの業務を行った場合に加算できます。 

①指定居宅介護支援事業所等に対して必要な情報をこの目的のために作成した文書にて

提供し、当該指定居宅介護支援事業所等における居宅サービス計画等の作成等に協

力する場合 

⇒介護支援専門員等が実施するアセスメントに同行することや、当該利用者に関する直近

のサービス等利用計画やモニタリング結果等を情報提供した上で、利用者の心身の状

況、生活環境及びサービスの利用状況等を介護支援専門員等に対して説明を行った場

合等をいう。 

②指定居宅介護支援等の利用を開始するにあたり、月に２回以上、利用者等を訪問し面

接する場合 

⇒テレビ電話装置等を活用して面接した場合を含むが、月に１回は利用者の居宅等を訪

問し、面接することを要する。 

※この場合においても、利用者等に対して面接方法に係る意向を確認するとともに、居

宅等を訪問して面接することを希望する場合は、居宅等を訪問して面接するよう努め

ること。 

③指定居宅介護支援事業所等が開催する会議に参加する場合 

④雇用先事業所等に対して必要な情報を提供し、雇用先事業所等における利用者の支援

内容の検討に協力する場合 

⇒①と同様（介護支援専門員を障害者就業・生活支援センターの職員等へ読み替える） 

⑤通常の事業所に新たに雇用されるにあたり、月に２回以上、利用者等を訪問し面接する
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場合 

⇒②と同様 

③雇用先事業所等が開催する会議に参加する場合 

連携先の例 

加算名  連携（つなぎ）先 

居宅介護支援事業所等連携加算 

（介護保険への移行、進学、企業等へ

の就職による障害福祉サービス利用

終了時） 

指定居宅介護支援事業所、指定居宅介護予防支援事

業所、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学

校、高等学校、専修学校、大学、特別支援学校、企業

及び障害者就業・生活支援センター 

☞令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ.２)問 33、35、37 

☞令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ１)問 66 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１３-２）保育・教育等移行支援加算 ○児  

障害福祉サービス等の利用者が、就学・進学する場合や、通常の事業所に新たに雇用さ

れる場合に、当該学校等との引継に一定期間を要する者に対し、以下の①～③のいずれか

の業務を行った場合に加算できます。 

 

①関係機関に対して必要な情報をこの目的のために作成した文書にて提供し、関係機関

における障害児の支援内容の検討に協力する場合 

⇒関係機関の職員等が実施するアセスメントに同行することや、当該障害児に関する直近

の障害児支援利用計画やモニタリング結果等を情報提供した上で、障害児の心身の状

況、生活環境及びサービスの利用状況等を保育所等の職員等に対して説明を行った場

合等をいう。 

②障害児が保育所等に通い、又は通常の事業所に新たに雇用されるに当たり、月に２回

以上、障害児居宅等に訪問し障害児等と面接を行った場合 

⇒テレビ電話装置等を活用して面接した場合を含むが、月に１回は障害児の居宅を訪問し、

面接することを要する。 

※この場合においても、障害児等に対して面接方法に係る意向を確認するとともに、居

宅等を訪問して面接することを希望する場合は、居宅等を訪問して面接するよう努め

ること。 

③関係機関が開催する会議に参加した場合   

連携先の例 

保育・教育等移行支援加算 

（進学、企業等への就職による障害児

通所支援利用終了時） 

保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、高等 

学校、専修学校、大学、特別支援学校、企業及び障害

者 就業・生活支援センター 

☞令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ.２)問 33、35、37 
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本加算の算定に伴う記録の整備 

情報提供を行った日時、場所、内容、提供手段（面談、ＦＡＸ等）等について記録を作成した

うえで、５年間保存が必要です。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１４）医療・保育・教育機関等連携加算 ○計  ○児  

サービス利用支援（継続サービス利用支援）の実施時において、障害福祉サービス等以外

の医療機関、保育機関、教育機関等の職員と面談等を行い、必要な情報提供を受け協議等

を行った上で、サービス等利用計画等を作成した場合に算定できます。 

算定にあたっては、利用者が利用する病院等、訪問看護事業所、企業、児童相談所、保

育所、幼稚園、小学校、特別支援学校等の関係機関との日常的な連携体制を構築するとと

もに、利用者の状態や支援方法の共有を行うことを目的とするものであるから、面談を実施

することに限らず、関係機関との日常的な連絡調整に努めてください。 

本加算の算定が可能な場合 

①福祉サービス等提供機関の職員との面談又は会議により、利用者に関する必要な情報の

提供を受けた上で指定サービス利用支援又は指定継続サービス利用支援を行った場合 

⇒サービス担当者会議の開催に当たっては、必要な本人の生活に関係する者や支援関係者

を加えることが望ましい。 

②利用者が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の職員に対して利用

者に係る必要な情報を提供した場合 

⇒情報提供にあたっては、入院時情報提供書等を参考にした上で行うこと 

③福祉サービス等提供機関からの求めに応じて利用者に関する必要な情報を提供した場合 

本加算の算定に伴う記録の整備 

協議を行った日時、場所、内容等について記録を作成したうえで、５年間保存が必要です。 

連携先の例 

医療・保育・教育機関等連携加算 

 

病院等、訪問看護事業所、企業、児童相談所、保育

所、幼稚園、小学校、特別支援学校等 

☞令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ.１)問 67、68 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１５）集中支援加算 ○計  ○児  

計画決定月及びモニタリング対象月以外の月に以下のいずれかの要件を満たす支援を行

った場合に加算できます。  

①月２回以上の居宅等（障害児の場合は居宅に限る。）への面接を行った場合 

②サービス担当者会議を開催した場合 

③関係機関（障害福祉サービス事業所等、病院、企業、地方自治体等）が主催する会議に 

参加した場合 

④利用者が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の職員に対して利

用者に係る必要な情報を提供した場合 
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⑤福祉サービス等提供機関からの求めに応じて利用者に関する必要な情報を提供した場

合 

・ テレビ電話装置等を活用して面接した場合を含むが、月に１回は利用者の居宅等を訪

問し、面接することを要する。この場合においても、利用者等に対して面接方法に係る意

向を確認するとともに、居宅等を訪問して面接することを希望する場合は、居宅等を訪問

して面接するよう努めること。 

・ サービス担当者会議には、利用者や家族も出席し、利用サービスに対する意向等を 

確認すること。 

・ 居宅介護支援事業所等連携加算における会議参加と会議の趣旨、つなぎ先等が同様

で、同加算を算定する場合は本加算は算定できません。 

・（継続）サービス支援費、入院時情報連携加算Ⅰ、退院・退所加算との併用もできません。 

なお、本加算は緊急的・臨時的な取扱いであり、頻回に算定が必要となる利用者について

は、モニタリング頻度を改めて検証する必要があります。 

連携先の例 

障害福祉サービス事業者、一般相談支援事業者、障害児通所支援事業者、障害児入所支

援施設、指定発達支援医療機関、病院、企業、保育所、幼稚園、小学校、認定こども園、中

学校、高等学校、専修学校、大学、特別支援 学校、公的な支援機関や他法他施策に基づく

支援機関 （※）及び地方自治体 

 （※）公的な支援機関や他法他施策に基づく支援機関の例  

保護観察所、公共職業安定所、保健センター、地域包括支援センター、利用者支援事業、自

立相談支援機関、包括的相談支援事業、多機関協働事業、居住支援法人、精神保健福祉セ

ンター、保健所、更生相談所、児童相談所、発達障害者支援センター、高次脳機能障害者支

援センター、難病相談支援センター、地域生活定着支援センター、子ども家庭支援センター、

配偶者暴力相談支援センター、女性センター 

☞令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ.２)問 35～36 

 

本加算の算定に伴う記録の整備 

面談（会議の開催）日時、面談（出席）者、検討した内容の要旨及びそれを踏まえた対応方針

に関する記録を作成し、５年間保存しなければなりません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１６）サービス担当者会議実施加算 ○計  ○児  

継続サービス利用支援の実施時において、利用者の居宅等を訪問し利用者に面接するこ

とに加えて、サービス等利用計画に位置付けた福祉サービス等の担当者を招集して、サービ

ス担当者会議を開催し、利用者等の心身の状況等やサービスの提供状況について確認する

とともに、計画の変更その他必要な便宜の提供について検討を行った場合に加算できます。 

本加算は、利用者１人につき、１月に１回を限度として加算できます。 

なお、サービス担当者会議において検討した結果、サービス等利用計画の変更を行った場

合や、医療・保育・教育機関等連携加算を算定する場合は、当該加算は算定できません。 
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本加算の算定に伴う記録の整備 

サービス担当者会議の出席者や開催日時、検討した内容の要旨及びそれを踏まえた対応

方針に関する記録を作成し、５年間保存しなければなりません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１７）サービス提供時モニタリング加算 ○計  ○児  

継続サービス利用支援等の実施時又はそれ以外の機会において、サービス等利用計画

等に位置付けた福祉サービス事業所等を訪問し、サービス提供場面を直接確認することによ

り、サービスの提供状況について詳細に把握し、確認結果の記録を作成した場合に加算でき

ます。（※自宅でのモニタリングとは別に、事業所でのモニタリングが必要となります。） 

本加算は、利用者１人につき、１月に１回を限度、かつ、相談支援専門員１人当たり１月に

39 件を限度として加算できます。なお、当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業

所等の業務と兼務している場合であって、かつ当該事業所におけるサービス提供場面のみ

を確認した場合は、加算は算定できません。 

本加算の算定に伴う記録の整備 

なお、サービス提供時のモニタリングを実施するにあたっては、①障害福祉サービス等の

事業所等におけるサービスの提供状況、②サービス提供時の利用者の状況、③その他必要

な事項を確認し、記録しなければなりません。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（１８）行動障害支援体制加算 ○計  ○児  

要件 Ⅰ Ⅱ 

各都道府県が実施する強度行動障害支援者養成研修（実践研修）又は行動援

護従業者養成研修を修了し、専門的な知識及び支援技術を持つ常勤の相談支

援専門員を 1名以上配置し、その旨を事業所に掲示するとともに公表している。 

○ ○ 

研修修了者が障害支援区分 3 以上かつ行動関連項目合計点数が 10 点以上で

ある者（障害児の場合、児基準が 20 点以上の者）に対して直近 6 月以内におい

て支援を実施している。 

○  

なお、強度行動障害を有する者から利用申込みがあった場合に、利用者の障害特性に対

応できないことを理由にサービスの提供を拒むことは認められません。 

☞令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ１)問 72～73 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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（１９）要医療児者支援体制加算 ○計  ○児  

要件 Ⅰ Ⅱ 

医療的ケア児等の障害特性及びこれに応じた支援技法等に関する研修を修了

し、専門的な知識及び支援技術を持つ常勤の相談支援専門員を事業所に配置

した上で、体制が整備されている旨を事業所に掲示するとともに、その旨を公表

している。 

○ ○ 

研修修了者がスコア表の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要とする

状態である者に対して、直近 6月以内において支援を実施している。 
○  

なお、医療的ケア児等から利用申込みがあった場合に、利用者の障害特性に対応できな

いことを理由にサービスの提供を拒むことは認められません。 

【対象となる研修】 

・医療的ケア児等コーディネーター養成研修 

・医療的ケア児等支援者養成研修 

・千葉県相談支援従事者専門コース別研修（平成 29年度以降実施した研修のみ該当） 

☞令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ１)問 72～73 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２０）精神障害者支援体制加算 ○計  ○児  

要件 Ⅰ Ⅱ 

地域生活支援事業による精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修又

は精神障害者の地域移行関係職員に対する研修を修了し、専門的な知識及び

支援技術を持つ常勤の相談支援専門員を事業所に配置した上で、体制が整備さ

れている旨を事業所に掲示するとともに、その旨を公表している。 

○ ○ 

研修修了者が精神障害者又は精神に障害のある児童に対して、直近 6 月以内

において支援を実施している。 
○  

利用者が通院又は利用する病院等又は訪問看護事業所（※）における保健師、

看護師又は精神保健福祉士と連携する体制が構築されている。 

※療養生活継続支援加算を算定又は精神科重症患者支援管理連携加算の届出をして

いるもの 

○  

なお、精神障害者等から利用申込みがあった場合に、利用者の障害特性に対応できない

ことを理由にサービスの提供を拒むことは認められません。 

 【対象となる研修】 

・精神障害関係従事者養成研修事業により行われる研修 

・精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修 

・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業において行われる精神障

害者の地域移行関係職員に対する研修 

・千葉県相談支援従事者専門コース別研修（精神障害者支援の障害特性と支援技法を学
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ぶ研修） 

☞令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ(ＶＯＬ１)問 69～73 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２１）特別地域加算 ○移  ○定  ○計  ○児  

支給決定対象者が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住する場合、１回につき所定単

位数の１５％に相当する単位数を本体報酬に加算して請求することができます。 

 
【別に厚生労働大臣が定める地域】 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県内の対象地域】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

次のいずれかに該当する地域 

①離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実施地域 

②奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）第１条に規定する奄美群島 

③豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第１項に規定する豪雪地帯 

④辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第２条第１項 

に規定する辺地 

⑤山林振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定により指定された振興山村 

⑥小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）第２条第１項に規定する小笠原諸島 

⑦半島振興法（昭和６０年法律第６３号）第１条に規定する半島地域 

⑧特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第７２号）第２条第１項 

に規定する特定農山村地域 

⑨過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第１項に規定する過疎地域 

⑩沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第３条第３号に規定する離島 

 

④辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第２条第１項 

に規定する辺地 

（該当市町村：館山市、市原市、鴨川市、君津市、南房総市、いすみ市、多古町、東庄町、大多喜町及び鋸南町の一部） 

⑤山林振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定により指定された振興山村 

（該当市町村：大多喜町の一部） 

⑦半島振興法（昭和６０年法律第６３号）第１条に規定する半島地域 

（該当市町村：館山市、勝浦市、鴨川市、富津市、いすみ市、南房総市、大多喜町、御宿町及び鋸南町） 

⑧特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第７２号）第２条第１項 

に規定する特定農山村地域 

（該当市町村：館山市、旭市、君津市、富津市、南房総市、いすみ市、九十九里町、大多喜町及び御宿町の一部、 

鴨川市及び鋸南町） 

⑨過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第１項に規定する過疎地域 

（該当市町村：勝浦市、南房総市、長南町、大多喜町及び鋸南町の一部、鴨川市） 
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（２２）利用者負担上限額管理加算 ○計  ○児  

モニタリング期間が毎月の利用者等で、相談支援事業所が利用者負担額の上限額管理を

行う事が適切と認められる利用者等に対して、上限額管理を行った場合に加算します。 

なお、負担額が負担上限額を実際に超えているか否かは算定の条件となりません。 

…………………………………………………………………………………………… 

（２３）居宅介護（介護予防）支援費重複減算 ○計  

対象者が、介護保険法に基づく指定居宅介護支援利用者で、一人の相談支援専門員が

計画相談支援を一体的に実施する場合は、対象者の要介護状態に合わせて計画相談支援

の報酬が一定単位数減算されます。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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６．その他の基準等 

（１）変更の届出 

事業所情報に変更があった場合について、下記の通り変更の届出が必要なものについて

は、必ず変更後１０日以内に届出をお願いします。 

変更届が必要な事例 

①事業所の名称及び所在地  

②法人の名称及び所在地  

③代表者の氏名及び住所 

④事業所の平面図（レイアウトの変更） 

⑤事業所の管理者の氏名及び住所 

⑥事業所の相談支援専門員の氏名及び住所 

⑦運営規程  

上記の①～⑦に該当する変更がありましたら、必ず変更届を提出してください。  

 

変更届を確認した際に、提出を求めている書類が添付されていないケースが多く見受けら

れます。変更届の提出書類は個別のケースに応じて提出を求めない書類もありますが、市ホ

ームページに記載されている提出書類一覧表に記載されている書類は全て提出が必須とな

ります。 

変更内容に関わらず提出が必要となる共通書類の各サービス等によって該当する指定に

関する各「付表」（※１）が提出されていないことが特に多く、例えば指定計画相談支援事業所

の場合、（付表２２）指定特定相談支援事業所の指定に係る記載事項が該当する書類となり

ます。 

【障害者】 

共
通
書
類 

変更届出書（第５号様式） 

障害福祉サービス事業等変更届出書（障害者総合支援法第７９条関係） （第２号

様式） 

各障害福祉サービス等によって該当する指定に関する各「付表」（※１） 

【障害児】 

共
通
書
類 

変更届出書（第５号様式） 

障害児通所支援事業等変更届（児童福祉法第３４条の３関係）（第２号様式） 

各障害児通所支援事業等によって該当する指定に関する各「付表」（※１） 

※変更届の提出書類について、様式等が随時更新されますので、変更があった際はその都

度必要な書類を確認したうえで書類を提出してください。 

※また、今回の集団指導に併せて、過去に変更届の提出が必要となる変更があった際に変

更届が提出されているかを再度ご確認ください。変更届が提出されていない場合は、過去分

の変更についても変更届を提出してください。 
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船橋市ホームページＵＲＬ 

トップ > 産業・事業者向け > 福祉・子育て支援事業者 > 障害福祉サービス・障害児通所

支援・地域生活支援事業者等> 障害福祉サービス（障害児通所支援）事業者等の指定・変更 

> 指定障害福祉サービス（障害児通所支援）事業者等の指定（更新）・変更・廃止等 申請書

類ダウンロード  

（障害者）https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/01/p067507.html 

（障害児）https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/07/p068525.html 

 

主な指摘事項等 

基準違反内容等 指摘事項等 

・管理者等が変更になっているにも関

わらず、変更届が提出されていない。 

・変更があった日から１０日以内に変更届を提出

してください。 

・過去分の変更についても、変更届を提出してい

ない場合は、至急提出をお願いします。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２）加算の届出 

新たに加算を算定する場合（算定される単位数が増えるもの） 

利用者や指定特定相談支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎

月１５日以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月から、算定

を開始します。 

加算等が算定されなくなる場合 

加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らか

な場合は、速やかにその旨を届け出てください。 

加算等が算定されなくなった事実が発生した日（居宅介護等の特定事業所加算は翌月）か

ら加算等の算定をすることができません。 

☞報酬留意事項通知 

☞法第４６条 

（変更の届出等） 

第４６条 指定障害福祉サービス事業者は、当該指定に係るサービス事業所の名称及び 

 所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定 

 障害福祉サービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十 

 日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 指定障害福祉サービス事業者は、当該指定障害福祉サービスの事業を廃止し、又は 

 休止しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の 

 日の一月前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 指定障害者支援施設の設置者は、設置者の住所その他の厚生労働省令で定める事項 

 に変更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより十日以内に、その旨を都 

 道府県知事に届け出なければならない。 

https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/01/p067507.html
https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/07/p068525.html
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（３）届出書類等の提出期限 

 

種類 期限 

指定申請 

指定を受ける前月の１５日まで 

※通所・入所系の事業所は、前々月の１５日までに消防法令

適合状況確認申請書の提出が必要 

変更届（上記以外の場合） 変更事項が発生してから１０日以内 

体制届（加算）  

 新たに算定する場合 加算を算定する前月の１５日まで 

 取下げる場合 加算が算定できなくなることが明らかになり次第提出 

廃止・休止届 廃止等を予定している月の１月前（廃止・休止は原則月末付） 

再開届 再開した日から１０日以内に提出 

 

（４）障害者虐待の未然防止・早期発見について 

職員の通報義務について 

虐待の通報については義務化されており、通報等をしたことを理由に、解雇その他不利益

な取扱いを受けないことが規定されています。この規定は虐待の早期発見・早期対応を図る

ために設けられたものです。 

また、公益通報者保護法により、労働者が、事業所内部で法令違反行為が生じ、又は生じ

ようとしている旨を①事業所内部、②行政機関、③事業者外部に対して所定の要件を満たし

て（①不正の目的で行われた通報でないこと、②通報内容が真実であると信じる相当の理由

があることの要件等）公益通報を行った場合、通報者に対する保護が規定されています。 

※本市における虐待の通報先は指導監査課になります。 

 

【公益通報者に対する保護規定】 

①解雇の無効 

②その他不利益な取扱い（降格、減給、訓告、自宅待機命令、給与上の差別、退職の強要、

専ら雑務に従事させること、退職金の減給・没収等）の禁止 
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☞障害者虐待防止法 

（障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に係る通報等）  

第十六条   障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者

は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。  

２   障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けた障害者は、その旨を市町村に届け出る

ことができる。  

３   刑法 の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項の規定による

通報（虚偽であるもの及び過失によるものを除く。次項において同じ。）をすることを妨げるもの

と解釈してはならない。  

４   障害者福祉施設従事者等は、第一項の規定による通報をしたことを理由として、解雇その

他不利益な取扱いを受けない。  

 

研修の実施 

虐待防止に係る研修の実施にあたっては、通報義務の徹底についても周知してください。 

また、管理者等の事業所責任者については、千葉県等が実施する外部研修等への参加に

努めてください。  
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７．連絡事項等 

（１）メールアドレスや電話番号を変更する場合 

現在、指導監査課では、情報発信等を電子メールにて実施しております。今後、事業所に

て使用しているメールアドレスや電話番号を変更する場合には、下記の内容をメールにて指

導監査課あて（shogai-shitei@city.funabashi.lg.jp ）送付していただきますよう、よろしくお願

いいたします。 

件 名 メール登録、事業所番号（１０桁）、変更 

本 文 ①事業所名称 ②サービス名 ③変更後のメールアドレス・変更日    

④連絡先 ⑤担当者名 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（２）文書の取扱いについて 

書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、事業所等は、書面の作成、保存等を次に掲

げる電磁的記録により行うことができるようになりました。 

電磁的記録について 

①電磁的記録による作成 

電子計算機に備えられたファイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する

方法 

②電磁的記録による保存 

電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存

する方法（スキャナ等により読み取ってできた電磁的記録を含む） 

電磁的方法について 

①電磁的方法による交付（サービス基準１０条の規定等に準じた方法によること。） 

②電磁的方法による同意 

電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合等 

③電磁的方法による締結 

利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面における署名又は記

名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましい。 

【参考】 

押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月１９日内閣府・法務省・経済産業省） 

令和 3年度障害福祉サービス等報酬改定等に係るQ＆A(VOL.5) 問 1～7 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（３）業務管理体制の整備について 

平成２４年４月から、指定障害福祉サービス事業者等は、法令遵守等の業務管理体制の

整備が義務づけられております。 

業務管理体制の整備については、指定障害福祉サービス事業者等において、不正事案の

発生防止の観点から、事業運営の適正化を図るための体制が整備されているかどうかを指

します。 

mailto:shogai-shitei@city.funabashi.chiba.jp
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具体的には、事業所等職員の法令遵守を確保するための責任者が置かれていること、開

設する事業所等の数に応じ（次表参照）、法令遵守を確保するための注意事項や標準的な

業務プロセス等を記載した「法令遵守規程」の整備、外部監査などによる「業務執行の状況

の監査」が行われていることが必要とされます。 

 

【整備する業務管理体制】 

対象となる障害福祉サービス 

事業者等 
届出事項 

全ての事業者等 

事業者等の名称又は氏名 

〃   主たる事業所の所在地 

〃   代表者の氏名、生年月日、住所、職名 

「法令遵守責任者」（注１）の氏名、生年月日 

事業所等の数が２０以上の 

事業者等 
上記に加え「法令遵守規程」（注２）の概要 

事業所等の数が１００以上の 

事業者等 
上記に加え「業務執行の状況の監査の方法」の概要 

 

（注１）法令を遵守するための体制の確保にかかる責任者 

（注２）業務が法令に適合することを確保するための規程 

 

※事業所等の数は、その指定を受けたサービス種別ごとに１事業所等と数えます。事業所番

号が同一でも、サービス種類が異なる場合は、異なる事業所として数えます。例えば、同

一の事業所で、居宅介護事業所と重度訪問介護事業所の指定を受けている場合、指定を

受けている事業所は２つとなります。 

 

【届出先】 

区分 届出先 

① 事業所等が２以上の都道府県に所在する事業者 厚生労働省（社会・援護局障害保

健福祉部企画課監査指導室） 

② 特定相談支援事業又は障害児相談支援事業のみ

を行う事業者であって、すべての事業所が同一市町

村内に所在する事業者 

市町村 

③ すべての事業所等が同一指定都市（中核市）内に

所在する事業者 

指定都市、中核市 

④ ①から③以外の事業者 都道府県 

 

※届出先の区分が変更になる場合には、変更前の届出先に、区分が変更になる旨の届出を

することも必要です。 
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（４）業務管理体制の確認検査について 

業務管理体制の届出内容の確認を行うため、船橋市障害福祉サービス事業者等業務管

理体制確認検査実施要綱に基づき、一般検査と特別検査を実施しております。 

一般検査 業務管理体制の整備の届出先が船橋市となる事業者に対し、概ね６年に１回

の頻度で、書類の提出又は事業者本部等への立入等により実施する。 

特別検査 業務管理体制の整備の届出先が船橋市となる事業者において、指定等取消処

分相当の事案が発覚した場合に、事業者本部等への立入等の方法により実施

する 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（５）相談支援ガイドラインについて 

サービス等利用計画の記入方法等については、下記ガイドラインに詳細を掲載しておりま

すので、ご確認ください。 

☞船橋市ホームページ「船橋市障害者計画相談支援ガイドライン」 

 （https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/04/p043656.html） 

☞船橋市ホームページ「船橋市障害児相談支援ガイドライン」 

 （https://www.city.funabashi.lg.jp/kodomo/hattatsu/002/p036749.html） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（６）障害福祉サービス等情報公表制度について 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部

を改正する法律が平成３０年４月１日に施行され、指定障害福祉サービス等に係る情報公表

制度が創設されました。 

 本制度では、サービスを利用する障害児者等が、個々のニーズに応じて良質なサービスを

選択できるように、事業者が提供する障害福祉サービスの内容等を公表することにより、質

の高いサービスの提供が促されること、そして事業者にとっても、自らが提供する障害福祉サ

ービス等の内容や運営状況等に関して、利用者等による適切な評価が行われ、より良い事

業者が選択されることを目的とします。 

 本制度は、事業者から「障害福祉サービス等情報」を市へ報告することが義務付けられて

おります。「障害福祉サービス等情報」とは、下記の表のとおりとなっております。 

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
情
報 

障害福祉サービス 

等情報の区分 

報告内容 根拠法令 

基本情報 

・法人の名称・所在地 

・事業所の名称・所在地 

・管理者の氏名、事業所の財務 

状況等、従業者の数、その他 

・障害者総合支援法施行

規則の別表第１号 

・児童福祉法施行規則別

表第２ 

運営情報 

・利用者の権利擁護、サービス 

の質の確保への取組 

・相談・苦情等への対応、その

他 

・障害者総合支援法施行

規則の別表第２号 

・児童福祉法施行規則別

表第３ 
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 「障害福祉サービス等情報」の報告及び公表は、独立行政法人福祉医療機構が運営する

「障害福祉サービス等情報公表システム」上において行われます。 

 公表した障害福祉サービス等情報のうち法人及び事業所等の名称、所在地、電話番号、Ｆ

ＡＸ番号、ホームページ及びメールアドレスについては、修正又は変更があったときに、速や

かに市に報告を行い、その他の情報については、年に１回の定期的な報告を行ってください。 

 

☞船橋市ホームページ「障害福祉サービス等情報公表制度について」 

(https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/03/p063006.html) 

 

情報公表未実施減算 

 障害者総合支援法第 76 条の 3 の規定に基づく情報公表サービス等情報に係る報告を

行っていない事実が生じた場合に、その翌月から報告を行っていない状況が解消される

に至った月まで基本報酬が減算されます。 

 各年度の報告期限はその都度メール等にて周知いたしますが、早めに公表・更新を行

っていただきますようお願いいたします。 

 なお、減算は新規指定以降一度も公表をしていない場合に適用されるものではありま

すが、基準の趣旨を鑑み、毎年度適切に公表を行っていただきますようお願いいたしま

す。 

☞令和 6年度障害福祉サービス等報酬改定に関する Q＆A(VOL.1)問 19～22 

 

 

  

https://www.city.funabashi.lg.jp/jigyou/fukushi_kosodate/002/03/p063006.html
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